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        公布された規則のあらまし         

 

◇鳥取県精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行細則の一部を改正する規則 

１ 規則の改正理由 

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律の一部が改正され、医療保護入院者について、新たに入院の期間

を定めることとされるとともに、当該入院期間経過後入院を継続する場合において、家族等のうちいずれかの

者の同意がある等一定の要件を満たした場合に本人の同意なく入院の期間の更新ができることとされたこと等

に伴い、所要の改正を行う。 

２ 規則の概要 

(１) 医療保護入院者の入院の期間の更新をした場合における届出の様式を定める。 

(２) 医療保護入院の届出等及び応急入院の届出について定めた規定中引用する精神保健及び精神障害者福祉

に関する法律の条項を改める。 

(３) その他所要の規定の整備を行う。  

(４) 施行期日は、令和６年４月１日とする。

 

◇鳥取県障害福祉サービス事業に関する条例施行規則及び鳥取県障害者支援施設に関する条例施行規則の一部を

改正する規則 

１ 規則の改正理由 

  障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人

員、設備及び運営に関する基準、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定

障害者支援施設等の人員、設備及び運営に関する基準等の一部改正に伴い、所要の改正を行う。 

２ 規則の概要 

(１) 鳥取県障害福祉サービス事業に関する条例施行規則の一部改正 

ア 障害福祉サービス事業を行う者は、サービスの提供に当たっては、利用者が自立した日常生活又は社会

生活を営むことができるよう、利用者の意思決定の支援に配慮することとする。 

イ サービス提供責任者又はサービス管理責任者は、利用者の自己決定の尊重を原則とした上で、利用者が

自ら意思を決定することに困難を抱える場合には、適切に利用者への意思決定の支援が行われるよう努め

ることとする。 

ウ 居宅介護等を行う事業所の管理者は、事業所の管理上支障がない場合には、当該事業所以外の事業所等

の職務に従事することができることとする。 

エ 療養介護等を行う障害福祉サービス事業者は、個別支援計画の作成に当たっては利用者の生活に対する

意向等を改めて確認するとともに、個別支援計画を作成したときは当該計画書を指定特定相談支援事業者

等に交付することとする。 

オ 生活介護及び自立訓練を行う事業所に置く言語聴覚士の人数を定める。 

カ 就労定着支援に係る障害福祉サービスの事業を提供することができる者に障害者就業・生活支援センタ

ーを加える。 

キ 自立生活援助を行う事業所のサービス管理責任者の人数は、サービス管理責任者が常勤である場合は利

用者60人につき１人以上とする等従業者の配置及びサービスの提供の基準を改める。 

ク 共同生活援助を行う障害福祉サービス事業者は、利用者及びその家族、地域住民の代表者等により構成

される地域連携推進会議において、事業の運営に係る状況を報告するとともに、必要な要望、助言等を聴

く機会を設けることとする等、居宅における自立した日常生活への移行後の定着に必要な援助を行うこと

とする。 

ケ 自立訓練（機能訓練）に係る共生型障害福祉サービスの事業及び基準該当障害福祉サービスの事業を提

供することができる事業者に通所リハビリテーション事業の指定を受けている者を加え、従業者及び設備

の基準を定める等所要の規定の整備を行う。 



  令和６年３月 29 日 金曜日      鳥 取 県 公 報             号外第 36 号    

- 3 - 

コ 就労選択支援員の人数は事業所ごとに常勤換算をして利用者の数を15で除した人数以上とすること、サ

ービスの単位ごとの利用定員は10人以上とすること、常に利用者の心身の状況、その置かれている環境、

他の保健医療サービス又は福祉サービスの利用状況等の把握に努めること等、就労選択支援に係る障害福

祉サービス事業の設備及び運営に関する基準を定める。 

サ その他所要の規定の整備を行う。 

 (２) 鳥取県障害者支援施設に関する条例施行規則の一部改正 

  ア 生活介護及び自立訓練を行う障害者支援施設に置く言語聴覚士の人数を定める。 

  イ サービスの提供に当たっては、利用者が自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、利用

者の意思決定の支援に配慮するとともに、サービス管理責任者は、利用者の自己決定の尊重を原則とした

上で、利用者が自ら意思を決定することに困難を抱える場合には、適切に利用者への意思決定の支援が行

われるよう努めることとする。 

  ウ 利用者及びその家族、地域住民の代表者等により構成される地域連携推進会議において、事業の運営に

係る状況を報告するとともに、必要な要望、助言等を聴く機会を設けることとする。 

エ 利用者の地域生活への移行に関する意向の把握、利用者の当該施設以外における障害福祉サービス等の

利用状況等の把握及び利用者の当該施設以外における障害福祉サービス等の利用に関する意向の定期的な

確認（以下「地域移行等意向確認等」という。）を適切に行うため、地域移行等意向確認等に関する指針

を定めるとともに、地域移行等意向確認担当者を選任することする。 

オ その他所要の規定の整備を行う。 

(３) 施行期日等 

ア 施行期日は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律等の一部を改正する法律の

一部の規定の施行の日とする(１)コに関する事項を除き、令和６年４月１日とする。 

イ 所要の経過措置を講ずる。 

 

◇鳥取県軽費老人ホームに関する条例施行規則等の一部を改正する規則 

１ 規則の改正理由 

軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準等の一部改正に伴い、所要の改正を行う。 

２ 規則の概要 

(１) 養護老人ホーム、特別養護老人ホーム、指定居宅サービス事業者、指定介護予防サービス事業者、指定

介護老人福祉施設、介護老人保健施設及び介護医療院は、利用者又は入所者の病状の急変等に具えるため、

次に掲げる要件を満たす協力医療機関を定めることとする。 

ア 利用者又は入所者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応を行う体制を、常時確

保していること。 

イ 施設からの診療の求めがあった場合において診療を行う体制を、常時確保していること。 

ウ 入所者の病状が急変した場合等において、施設の医師又は協力医療機関その他の医療機関の医師が診療

を行い、入院を要すると認められた入所者の入院を原則として受け入れる体制を確保していること。（養

護老人ホーム、特別養護老人ホーム、指定介護老人福祉施設、介護老人保健施設及び介護医療院に限

る。） 

(２) (１)の協力医療機関は、複数の医療機関を協力医療機関として定めることにより各要件を満たすことと

することができるものとする。 

(３) 軽費老人ホームは、(１)ア及びイを満たす協力医療機関を定めるよう努めることとする。 

(４) その他所要の規定の整備を行う。 

(５) 施行期日等 

ア 施行期日は、令和６年６月１日とする(４)に関する一部の事項を除き、令和６年４月１日とする。 

イ 所要の経過措置を講ずる。 
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規 則

鳥取県精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  令和６年３月29日 

鳥取県知事 平 井 伸 治   

鳥取県規則第17号 

鳥取県精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行細則の一部を改正する規則 

 

第１条 鳥取県精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行細則（昭和49年鳥取県規則第31号）の一部を次の

ように改正する。 

  次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線及び太枠で示すように改正す

る。 

改 正 後 改 正 前 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、精神保健及び精神障害者福祉

に関する法律（昭和25年法律第123号。以下「法」

という。）、精神保健及び精神障害者福祉に関する

法律施行令（昭和25年政令第155号。以下「政令」

という。）、精神保健及び精神障害者福祉に関する

法律施行規則（昭和25年厚生省令第31号。以下

「省令」という。）及び精神科病院に入院中の任意

入院者の症状等の報告に関する条例（平成18年鳥

取県条例第62号。以下「条例」という。）の施行に

関し必要な事項を定めるものとする。 

 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、精神保健及び精神障害者福祉

に関する法律（昭和25年法律第123号。以下「法」

という。）、精神保健及び精神障害者福祉に関する

法律施行令（昭和25年政令第155号。以下「政令」

という。）、精神保健及び精神障害者福祉に関する

法律施行規則（昭和25年厚生省令第31号。以下

「省令」という。）及び精神保健及び精神障害者福

祉に関する法律第38条の２第３項に規定する任意

入院者の症状等の報告に関する条例（平成18年鳥

取県条例第62号。以下「条例」という。）の施行に

関し必要な事項を定めるものとする。 

 

（医療保護入院の届出等） 

第10条 法第33条第９項の規定による届出は、次の

各号に掲げる入院の区分に応じ、当該各号に定め

る様式による届出書により行わなければならな

い。 

(１)・(２) 略 

(３) 法第33条第６項の規定による入院の期間の

更新 様式第12号の２ 

２ 略 

 

（医療保護入院の届出等） 

第10条 法第33条第７項の規定による届出は、次の

各号に掲げる入院の区分に応じ、当該各号に定め

る様式による届出書により行わなければならな

い。 

(１)・(２) 略 

 

 

２ 略 

 

（応急入院の届出） 

第11条 法第33条の６第５項の規定による届出は、

次の各号に掲げる入院の区分に応じ、当該各号に

定める様式による届出書により行わなければなら

ない。 

(１)・(２) 略 

 

（応急入院の届出） 

第11条 法第33条の７第５項の規定による届出は、

次の各号に掲げる入院の区分に応じ、当該各号に

定める様式による届出書により行わなければなら

ない。 

(１)・(２) 略 

 

（定期の報告） （定期の報告） 
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第13条 略 

 

 

 

２ 条例第２条の規定による報告は、様式第17号に

よる報告書により行わなければならない。 

 

第13条 略 

２ 法第38条の２第２項において準用する同条第１

項の規定による報告は、様式第17号による報告書

により行わなければならない。 

３ 条例第２条の規定による報告は、様式第17号の

２による報告書により行わなければならない。 

様式第４号（第４条関係） 

措置入院に関する診断書 

 略 

01～03 略  略 

04 不同意性交等 

05 不同意わいせつ

06～17 略 

 略 

以上のように診断する。    年 月 日   

精神保健指定医の氏名  署名    

 

 略 

備考 

１ 「生活歴及び現病歴」の欄は、他診療所及び

他病院での受診歴も聴取して記載すること。 

２ 略 

３ 「初回入院期間」及び「前回入院期間」の欄

は、他病院での入院期間及び入院形態も聴取し

て記載すること。 

４～６ 略 

７ 「診断した精神保健指定医氏名」の欄は、精

神保健指定医自身が署名すること。 

 

８ 略  

様式第４号（第４条関係） 

措置入院に関する診断書 

 略 

01～03 略  略 

04 強制性交等 

05 強制わいせつ 

06～17 略 

 略 

以上のように診断する。   年 月 日 

精神保健指定医の氏名      ㊞   

 

 略 

備考 

１ 「生活歴及び現病歴」の欄は、他診療所及び

他病院での受診歴も記載すること。 

２ 略 

３ 「初回入院期間」及び「前回入院期間」の欄

は、他病院での入院期間及び入院形態も記載す

ること。 

 ４～６ 略 

 ７ 「診断した精神保健指定医の氏名」の欄は、

精神保健指定医が自署する場合には、押印を省

略することができること。 

 ８ 略 

 

様式第４号の２（第４条関係） 

措置入院のための移送に関する診察記録票 

年 月 日 

職 氏 名 様 

 略 

移送の手続にお

ける行動の制限

 略 

精神保健指定医の氏名 署名 

 略 

備考 診察した精神保健指定医の氏名の欄は、精

神保健指定医自身が署名すること。 

様式第４号の２（第４条関係） 

措置入院のための移送に関する診察記録票 

年 月 日 

職 氏 名 様 

 略 

移送の手続にお

ける行動の制限

 略 

精神保健指定医の氏名  ㊞ 

 略 

備考 診察した精神保健指定医の氏名の欄は、精

神保健指定医が自署する場合には、押印を省

略することができること。 

様式第４号の３（第４条関係） 様式第４号の３（第４条関係） 
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医療保護入院及び応急入院のための移送に関

する診察記録票 

年 月 日 

職 氏 名 様 

 略 

以上のとおり診断する。 

年 月 日 

精神保健指定医の氏名 署名 

備考 

１ 「診断した精神保健指定医の氏名」の欄は、

精神保健指定医自身が署名すること。 

 

２ 略 

医療保護入院及び応急入院のための移送に関

する診察記録票 

年 月 日 

職 氏 名 様 

 略 

以上のとおり診断する。 

年 月 日 

精神保健指定医の氏名        ㊞ 

備考 

１ 「診断した精神保健指定医の氏名」の欄は、

精神保健指定医が自署する場合には、押印を省

略することができること。 

２ 略 

 

様式第５号（第５条関係） 

入院措置決定のお知らせ 

番     号 

 年 月 日 

     様 

 

職  氏 名  印 

１ 入院理由について 

あなたは、精神保健指定医の診察の結果、【①幻

覚妄想状態 ②精神運動興奮状態 ③昏迷状態

④統合失調症等残遺状態 ⑤抑うつ状態 ⑥躁状

態 ⑦せん妄状態 ⑧もうろう状態 ⑨認知症状

態 ⑩その他（    ）】にあり、ご自身を傷つ

けたり、又は他人に害を及ぼしたりするおそれが

あることから、【①精神保健及び精神障害者福祉に

関する法律第29条の規定 ②精神保健及び精神障

害者福祉に関する法律第29条の２の規定】による

入院措置（措置入院・緊急措置入院）が必要であ

ると認めたので通知します。 

２ 略 

３ 入院中の生活について 

(１) 略 

(２) あなたの入院中、人権を擁護する行政機関

の職員又はあなたの代理人である弁護士との電

話又は面会及びあなた又はあなたのご家族等の

依頼によりあなたの代理人となろうとする弁護

士との面会は、制限されませんが、それ以外の

人との電話又は面会については、あなたの病状

に応じて医師の指示で一時的に制限することが

あります。 

(３) 略 

様式第５号（第５条関係） 

入院措置決定通知書 

番     号 

      

     様 

年 月 日 

職  氏 名  印 

１ 入院理由について 

あなたは、精神保健指定医の診察の結果、【①幻

覚妄想状態 ②精神運動興奮状態 ③昏迷状態

④統合失調症等残遺状態 ⑤抑うつ状態 ⑥躁状

態 ⑦せん妄状態 ⑧もうろう状態 ⑨認知症状

態 ⑩その他（    ）】にあり、ご自身を傷つ

けたり、又は他人に害を及ぼすおそれがあること

から、【①精神保健及び精神障害者福祉に関する法

律第29条の規定 ②精神保健及び精神障害者福祉

に関する法律第29条の２の規定】による入院措置

（措置入院・緊急措置入院）が必要であると認め

たので通知します。 

２ 略 

３ 入院中の生活について 

(１) 略 

(２) あなたの入院中、人権を擁護する行政機関

の職員又はあなたの代理人である弁護士との電

話又は面会及びあなた又はあなたのご家族等の

依頼によりあなたの代理人となろうとする弁護

士との面会は、制限されませんが、それ以外の

者との電話又は面会については、あなたの病状

に応じて医師の指示で一時的に制限することが

あります。 

(３) 略 
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(４) 入院日から７日以内に、退院後の生活環境

に関し、あなたやご家族等からのご相談に応

じ、必要な情報の提供や助言、援助等を行う職

員として、退院後生活環境相談員が選任されま

す。 

(５) 介護保険や障害福祉のサービスの利用を希

望される場合又はその必要性がある場合、介護

や障害福祉に関する相談先を紹介しますので、

退院後生活環境相談員等の病院の職員にお問い

合わせください。 

(６) 略 

(７) あなたの入院中、もしもあなたが病院の職

員から虐待を受けた場合、下記に届け出ること

ができます。また、もしも他の入院患者さんが

病院の職員から虐待を受けたのを見かけた場合

は、下記に通報してください。 

鳥取県 部 課 担当（電話      ） 

４ 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(４) 略 

 

 

 

 

 

 

４ 略 

 

様式第７号（第７条関係） 

措置入院者の症状消退届 

年 月 日 

職 氏 名 様 

        病 院 名 

        所 在 地 

        管理者名 

下記の措置入院者について措置症状が消退したと

認められるので、精神保健及び精神障害者福祉に関

する法律第29条の５の規定により届け出ます。 

 略 

措置症状の消退を

認めた精神保健指

定医の氏名 

署名 

         

 略 

備考  

 １ 略 

 ２ 「措置症状の消退を認めた精神保健指定医

の氏名」の欄は、精神保健指定医自身が署名

すること。 

 

３ 略 
 

様式第７号（第７条関係） 

措置入院者措置症状消退届 

年 月 日 

職 氏 名 様 

                病 院 名 

                所 在 地 

             管理者名         

下記の措置入院者について措置症状が消退したと

認められるので、精神保健及び精神障害者福祉に関

する法律第29条の５の規定により届け出ます。 

 略 

措置症状の消退を

認めた精神保健指

定医の氏名 
㊞        

 略 

備考  

 １ 略 

 ２ 「措置症状の消退を認めた精神保健指定医

の氏名」の欄は、精神保健指定医が自署する

場合には、押印を省略することができるこ

と。 

３ 略 
 

様式第11号（第10条関係） 

医療保護入院者の入院届 

年 月 日 

様式第11号（第10条関係） 

医療保護入院者の入院届 

年 月 日 
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  職 氏 名 様 

 下記の者が医療保護入院しましたので、精神保健

及び精神障害者福祉に関する法律（以下「法」とい

う。）第33条第９項の規定により届け出ます。 

病 院 名 

所 在 地   

管理者名 

 略 

家族等の同意

により入院し

た年月日 

年 月 日 今回の

入院年

月日 

年 月 日

今回の医療保

護入院の入院

期間 

年 月 日ま

で 

入院形

態 

 

 略 

入院を必要と認めた精神保

健指定医の氏名 

署名 

選任された退院後生活環境

相談員の氏名 

 

 略 

 

 略 

備考 

 １ 略 

２ 「今回の入院年月日」の欄は、今回貴病院

に入院した年月日を記載し、入院形態の欄に

そのときの入院形態を記載すること（特定医

師による入院を含む。その場合は「法第33条

第１項・第３項入院」、「法第33条第２項・第

３項入院」又は「第33条の６第２項入院」と

記載すること。）。なお、複数の入院形態を経

ている場合には、順に記載すること。 

３ 今回の医療保護入院の入院期間の欄は、家

族等の同意により入院した日から３月を上限

とした年月日を記載すること。 

４ 「生活歴及び現病歴」の欄は、他診療所及

び他病院での受診歴も聴取して記載するこ

と。 

５ 略 

６ 「初回入院期間」及び「前回入院期間」の

欄は、他病院での入院期間及び入院形態も聴

取して記載すること。 

７ 「現在の精神症状、その他の重要な症状、

問題行動等、現在の状態像」の欄は、一般に

この書類作成までの過去数月間に認められた

  職 氏 名 様 

 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（以下

「法」という。）第33条第７項の規定により、下記の

とおり入院させたので、届け出ます。 

病 院 名 

所 在 地 

管理者名 

 略 

家族等の同意

により入院し

た年月日 

年 月 日 今回の

入院年

月日 

年 月 日

入院形

態 

 

 略 

入院を必要と認めた精神保

健指定医の氏名 

 

  ㊞ 

 略 

 

 略 

備考 

 １ 略 

２ 「今回の入院年月日」の欄は、今回貴病院

に入院した年月日を記載し、入院形態の欄に

そのときの入院形態を記載すること（特定医

師による入院を含む。その場合は「法第33条

第１項・第３項入院」、「法第33条第２項・第

３項入院」又は「法第33条の７第２項入院」

と記載すること。）。なお、複数の入院形態を

経ている場合には、順に記載すること。 

 

 

 

３ 「生活歴及び現病歴」の欄は、他診療所及

び他病院での受診歴も記載すること。 

 

４ 略 

５ 「初回入院期間」及び「前回入院期間」の

欄は、他病院での入院期間及び入院形態も記

載すること。 

６ 「現在の精神症状、その他の重要な症状、

問題行動等、現在の状態像」の欄は、この書

類作成までの過去数月間に認められたものと
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ものとし、主として最近のそれに重点を置く

こと。 

８ 「入院を必要と認めた精神保健指定医氏

名」の欄は、精神保健指定医自身が署名する

こと。 

９ 「同意をした家族等の氏名」の欄は、親権

者が両親の場合は、原則として当該両親双方

の氏名を記載すること。 

10 「同意をした家族等の住所」の欄は、親権

者が両親であって当該両親の住所が異なる場

合はそれぞれの住所を記載すること。 

 

 

 

 

 

11 略 

 

し、主として最近のそれに重点を置くこと。 

 

７ 「入院を必要と認めた精神保健指定医の氏

名」の欄は、精神保健指定医が自署する場合

には、押印を省略することができること。 

８ 「同意をした家族等の氏名」の欄は、親権

者が両親の場合は２人目を記載すること。 

 

９ 「同意をした家族等の住所」の欄は、親権

者が両親で住所が異なる場合に２つ目を記載

すること。 

10 提出に当たっては、推定される医療保護入

院による入院期間及び選任された退院後生活

環境相談員を記載した医療法施行規則第１条

の５に規定する入院診療計画書の写しを添付

すること。 

11 略 

 

様式第12号（第10条関係） 

特定医師による医療保護入院者（法第33条第

３項）の入院届及び記録 

年 月 日 

  職 氏 名 様 

病 院 名 

所 在 地 

管理者名  

 下記の者が、特定医師の診察の結果、医療保護入

院をしましたので、精神保健及び精神障害者福祉に

関する法律（以下「法」という。）第33条第９項の規

定により、届け出ます。 

 略 

入院を必要と認

めた特定医師の

氏名 

署名 

確認した精神保

健指定医の氏名 

署名 診 察

日時 

年  月 日

（午前・午

後 時） 

精神保健指定医

が入院を妥当で

ないと判断した

場合は、その理

由 

 略 

 

 略 

様式第12号（第10条関係） 

特定医師による医療保護入院者（法第33条第

３項）の入院届及び記録 

年 月 日 

  職 氏 名 様 

病 院 名 

所 在 地   

管理者名  

 下記の者が特定医師の診察により医療保護入院を

しましたので、精神保健及び精神障害者福祉に関す

る法律（以下「法」という）第33条第７項の規定に

より、届け出ます。 

 略 

入院を必要と認

めた特定医師の

氏名 

㊞ 

確認した精神保

健指定医の氏名 

 ㊞ 診 察

日時 

年 月 日

（午前・午

後 時） 

精神保健指定医

が入院を妥当で

ないと判断した

場合の理由 

 略 

 

 略 
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備考 

１  略 

 ２ 「今回の入院年月日」の欄は、今回貴病院

に入院した年月日を記載し、入院形態の欄に

そのときの入院形態を記載すること（特定医

師による入院を含む。その場合は「法第33条

の６第２項入院」と記載すること。）。なお、

複数の入院形態を経ている場合には、順に記

載すること。 

 ３ 「生活歴及び現病歴」の欄は、他診療所及

び他病院での受診歴も聴取して記載するこ

と。 

 ４ 略 

 ５ 「初回入院期間」及び「前回入院期間」の

欄は、他病院での入院期間及び入院形態も聴

取して記載すること。 

 ６ 「現在の精神症状、その他の重要な症状、

問題行動等、現在の状態像」の欄は、一般に

この書類作成までの過去数月間に認められた

ものとし、主として最近のそれに重点を置く

こと。 

 ７ 「入院を必要と認めた特定医師の氏名」の

欄は、特定医師自身が署名すること。 

  

８ 「確認した精神保健指定医の氏名」の欄

は、精神保健指定医自身が署名すること。 

  

９ 「同意をした家族等の氏名」の欄は、親権

者が両親の場合は、原則として当該両親双方

の氏名を記載すること。 

 10 「同意をした家族等の住所」の欄は、親権

者が両親であって当該両親の住所が異なる場

合はそれぞれの住所を記載すること。 

 11 「事後審査委員会意見」の欄は、届出時点

では記入を要しないが、本様式を院内で記録

として保存する際には、記載しておくこと。 

 12 略 

 

備考 

１ 略 

 ２ 「今回の入院年月日」の欄は、今回貴病院

に入院した年月日を記載し、入院形態の欄に

そのときの入院形態を記載すること（特定医

師による入院を含む。その場合は「法第33条

の７第２項入院」と記載すること。）。なお、

複数の入院形態を経ている場合には、順に記

載すること。 

 ３ 「生活歴及び現病歴」の欄は、他診療所及

び他病院での受診歴も記載すること。 

  

４ 略 

５ 「初回入院期間」及び「前回入院期間」の

欄は、他病院での入院期間及び入院形態も記

載すること。 

 ６ 「現在の精神症状、その他の重要な症状、

問題行動等、現在の状態像」の欄は、この書

類作成までの過去数月間に認められたものと

し、主として最近のそれに重点を置くこと。 

  

７ 「入院を必要と認めた特定医師の氏名」の

欄は、特定医師が自署する場合には、押印を

省略することができること。 

 ８ 「確認した精神保健指定医の氏名」の欄

は、精神保健指定医が自署する場合には、押

印を省略することができること。 

 ９ 「同意をした家族等の氏名」の欄は、親権

者が両親の場合は２人目を記載すること。 

 

 10 「同意をした家族等の住所」の欄は、親権

者が両親で住所が異なる場合に２つ目も記載

すること。 

 11 「事後審査委員会意見」の欄は、法第33条

第３項後段の規定による措置を採った場合の

記録とする場合に記載すること。 

 12 略 

  

様式第13号（第10条関係） 

医療保護入院者の退院届 

 年 月 日 

 職 氏 名 様 

病 院 名 

所 在 地 

管理者名  

様式第13号（第10条関係） 

医療保護入院者退院届出書 

年 月 日 

 職 氏 名 様 

病 院 名 

所 在 地 

管理者名  
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 下記の医療保護入院者が退院したので、精神保健

及び精神障害者福祉に関する法律（以下「法」とい

う。）第33条の２の規定により届け出ます。 

備考 略 

 

 略 

訪問支援等に関する意見

 略 

 下記の医療保護入院者が退院したので、精神保健

及び精神障害者福祉に関する法律（以下「法」とい

う。）第33条の２の規定により届け出ます。 

備考 略 

 

 略 

訪問指導等に関する意見

 略 

様式第14号（第11条関係） 

応急入院届 

年 月 日 

   職 氏 名 様 

 下記の者が応急入院しましたので、精神保健及び

精神障害者福祉に関する法律（以下「法」という。）

第33条の６第５項の規定により届け出ます。 

病 院 名 

所 在 地 

管理者名   

 略 

入院を必要と認めた精

神保健指定医の氏名 

署名 

備考 

 １  略 

 ２ 「入院を必要と認めた精神保健指定医の氏

名」の欄は、精神保健指定医自身が署名するこ

と。 

様式第14号（第11条関係） 

応急入院届 

年 月 日 

   職 氏 名 様 

 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（以下

「法」という。）第33条の７第５項の規定により、下

記のとおり入院させたので、届け出ます。 

病 院 名 

所 在 地 

管理者名  

 略 

入院を必要と認めた精

神保健指定医の氏名 

㊞ 

備考 

１  略 

２ 「入院を必要と認めた精神保健指定医の氏

名」の欄は、精神保健指定医が自署する場合に

は、押印を省略することができること。 

  

様式第15号（第11条関係） 

特定医師による応急入院（法第33条の７第２

項）届及び記録 

年 月 日 

  職 氏 名 様 

下記の者が、特定医師の診察の結果、応急入院し

ましたので、精神保健及び精神障害者福祉に関する

法律第33条の６第５項の規定により届け出ます。 

病 院 名 

所 在 地 

管理者名  

 略 

入院を必要と認

めた特定医師の

氏名 

署名 

確認した精神保

健指定医の氏名 

署名 診 察

日時 

年 月 日

（午前・午

様式第15号（第11条関係） 

特定医師による応急入院（法第33条の７第２

項）届及び記録 

年 月 日 

  職 氏 名 様 

 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（以下

「法」という。）第33条の７第５項の規定により、下

記のとおり入院させたので、届け出ます。 

病 院 名 

所 在 地 

管理者名 

 略 

入院を必要と認

めた特定医師の

氏名 

       ㊞ 

確認した精神保

健指定医の氏名 

 ㊞ 診 察

日時 

年 月 日

（午前・午



  令和６年３月 29 日 金曜日      鳥 取 県 公 報             号外第 36 号    

- 12 - 

後 時） 

精神保健指定医

が入院を妥当で

ないと判断した

場合は、その理

由 

 

 略 

備考 

１ 略 

２ 「生活歴及び現病歴」の欄は、他診療所及

び他病院での受診歴も聴取して記載するこ

と。 

 ３ 略 

４ 「初回入院期間」及び「前回入院期間」の

欄は、他病院での入院期間及び入院形態も聴

取して記載すること。 

５ 「現在の精神症状、その他の重要な症状、

問題行動等、現在の状態像」の欄は、一般に

この書類作成までの過去数月間に認められた

ものとし、主として最近のそれに重点を置く

こと。 

６ 「入院を必要と認めた特定医師の氏名」の

欄は、特定医師自身が署名すること。 

 

７ 「確認した精神保健指定医の氏名」の欄

は、精神保健指定医自身が署名すること。 

  

８ 「事後審査委員会意見」の欄は、県への届

出時点では記入を要しないが、本様式を院内

で記録として保存する際には、記載しておく

こと。 

 ９ 略 

後 時） 

精神保健指定医

が入院を妥当で

ないと判断した

場合の理由 

 

 略 

備考 

 １ 略 

２ 「生活歴及び現病歴」の欄は、他診療所及

び他病院での受診歴も記載すること。 

  

３ 略 

４ 「初回入院期間」及び「前回入院期間」の

欄は、他病院での入院期間及び入院形態も記

載すること。 

５ 「現在の精神症状、その他の重要な症状、

問題行動等、現在の状態像」の欄は、この書

類作成までの過去数月間に認められたものと

し、主として最近のそれに重点を置くこと。 

 

６ 「入院を必要と認めた特定医師の氏名」の

欄は、特定医師が自署する場合には、押印を

省略することができること。 

７ 「確認した精神保健指定医の氏名」の欄

は、精神保健指定医が自署する場合には、押

印を省略することができること。 

８ 「事後審査委員会意見」の欄は、記録の場

合について記載すること。 

  

 

９ 略 

 

様式第24号（第18条、第20条関係） 

障害者手帳申請書 

 略 

職 氏 名 様                  

 年 月 日 

 私は、次の事項（〇印）について申請します。 

 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第45条

の規定に基づく精神障害者保健福祉手帳の〔新規交

付・更新・障害等級変更・都道府県間の住所変更に

よる手帳交付〕 

申請者 略  

様式第24号（第18条、第20条関係） 

障害者手帳申請書 

 略 

職 氏 名 様                  

 年 月 日 

 私は、次の事項（〇印）について申請します。 

 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第45条

の規定に基づく精神障害者保健福祉手帳の〔新規交

付・更新・障害等級変更・都道府県間の住所変更に

よる手帳交付〕 

申請者 略  
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（精神障害

者本人） 

住所 〒  電話  （  ） 

 略 

 略 

  

 

注１ 手帳の新規交付、更新又は障害等級変更の

申請を行うためには、次の書類等を添付して

ください。 

(１)・(２) 略 

２ 略 

３ 略 

（市町村確認欄）個人番号は以下の方法により

確認しました。 

□マイナンバーカード又は通知カード 

□住民基本台帳 

□その他（      ） 

  

（精神障害

者本人） 

住所 電話 （  ） 

 略 

 略 

注１ 氏名を自書する場合には、押印を省略する

ことができます。 

２ 手帳の新規交付、更新又は障害等級変更の

申請を行うためには、次の書類等を添付して

ください。 

(１)・(２) 略 

３ 略 

４ 略 

様式第27号（第22条関係） 

 

 

障害者手帳記載事項変更・再発行申請書 

 職 氏 名 様 

年 月 日 

 私は、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律

第45条に基づく精神障害者保健福祉手帳について、

次の事項（〇印）の届出・申請をします。 

１ 略 

（変更内容） 

 略 

２ 略 

申請者 氏名 

住所 

現行の手帳番号 

備考 鳥取市又は岩美郡岩美町若しくは八頭郡若

桜町、智頭町若しくは八頭町のいずれかの市

町からこれらを除く鳥取県内の市町村に住所

変更をしたとき又は都道府県の区域を超える

住所変更をしたときは、本届出書のほかに、

障害者手帳申請書を提出してください。 

 

 略 

様式第27号（第22条関係） 

 

 

障害者手帳記載事項変更・再発行申請書 

 職 氏 名 様 

年 月 日 

 私は、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律

第45条に基づく精神障害者保健福祉手帳について、

次の事項（〇印）の届出・申請をします。 

１ 略 

（変更内容） 

 略 

２ 略 

申請者 氏名 

住所 

現行の手帳番号 

備考 都道府県の区域を超える住所変更をしたと

きは、本届出書のほかに、障害者手帳申請書

を提出してください。 

 

 略 

第２条 鳥取県精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行細則の一部を次のように改正する。 

様式第12号の次に次の１様式を加える。 
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様式第12号の２（第10条関係） 

医療保護入院者の入院期間更新届 

      年   月   日 

職 氏 名 様 

病 院 名 

所 在 地 

管理者名            

 下記の医療保護入院者の入院期間を更新しましたので、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（以下

「法」という。）第33条第９項の規定により届け出ます。 

医 療 保 護 入 院 者

フリガナ  

生年月日
 

 

年   月   日生

（満  歳）
氏 名 (男･女)

住 所
 

 

医療保護入院年月日

（法第33条第１項・第

２ 項 に よ る 入 院 ）

  

     年   月   日 

 

今 回 の

入院年月

日 

 年   月   日

入院形態

入院届又は前回の入院

期間更新届での入院期

間 

     年   月   日 

～    年   月   日 

本更新後

の入院期

間 

    年   月   日

まで 

病 名

１ 主たる精神障害 

 

ＩＣＤカテゴリー（  ）

２ 従たる精神障害 

 

ＩＣＤカテゴリー（  ）

３ 身体合併症 

入院又は前回更新日か

らの治療の内容と、そ

の結果 

（更新前の入院期間に

係る病状または状態像

の経過の概要） 

症 状 の 経 過 １ 悪化傾向  ２ 動揺傾向  ３ 不変  ４ 改善傾向 

＜現在の精神症状＞ Ⅰ 意識 

  １ 意識混濁  ２ せん妄  ３ もうろう  ４ その他 (     )

Ⅱ 知能（軽度障害、中等度障害、重度障害） 

Ⅲ 記憶 

  １ 記銘障害  ２ 見当識障害  ３ 健忘  ４ その他 (      )

Ⅳ 知覚 

  １ 幻聴  ２ 幻視  ３ その他 (      )

Ⅴ 思考 

  １ 妄想  ２ 思考途絶  ３ 連合弛緩  ４ 滅裂思考  ５ 思考

奔逸  ６ 思考制止  ７ 強迫観念  8 その他 (     )

Ⅵ 感情・情動 

  １ 感情平板化  ２ 抑うつ気分  ３ 高揚気分  ４ 感情失禁  

５ 焦燥・激越  ６ 易怒性・被刺激性亢進  ７ その他 (     )
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Ⅶ 意欲 

  １ 衝動行為  ２ 行為心迫  ３ 興奮  ４ 昏迷  ５精神運動制

止 ６ 無為・無関心  ７ その他 (     )

Ⅷ 自我意識 

  １ 離人感  ２ させられ体験  ３ 解離  ４ その他 (     )

Ⅸ 食行動 

  １ 拒食  ２ 過食  ３ 異食  ４その他 (     ) 

＜その他の重要な症状＞   １ てんかん発作  ２ 自殺念慮  ３物質依存 (     ) ４ その

他 (     )

＜問題行動等＞   １ 暴言  ２ 徘徊  ３ 不潔行為  ４ その他 (     )

＜現在の状態像＞   １ 幻覚妄想状態  ２ 精神運動興奮状態  ３昏迷状態 ４ 統合失調

症等残遺状態  ５ 抑うつ状態  ６ 躁状態  ７ せん妄状態 ８

もうろう状態  ９ 認知症状態  10 その他 (   )

医療保護入院の必要性

患者自身の病気に対

する理解の程度を含

め、任意入院が行わ

れる状態にないと判

断した理由について記

載すること。 

今後の治療方針（患者

本人の病識や治療への

意欲を得るための取組

等を含む。） 

本更新に係る診察の年

月日 
    年    月    日 

更新が必要と診断した 

精神保健指定医の氏名 

署名 

退院に向けた取組の状

況 

（選任された退院後生

活環境相談員との相談

状況、地域援助事業者

の紹介状況、医療保護

入院者退院支援委員会

での審議内容等につい

て） 

医療保護入院者退院支援委員会での審議が行われた年月日（  年  月  日）

今回の更新の直前の入

院又は更新に同意をし

た家族等 

氏

名

(男･女)

続柄 

生年

月日

 
 年  月  日

生

(男･女)

続柄 
 

 年  月  日

生

住

所

１ 配偶者  ２ 父母（親権者で ある・ない）  ３ 祖父母等 ４ 子・
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孫等  ５ 兄弟姉妹  ６ 後見人又は保佐人 ７ 家庭裁判所が選任した扶

養義務者（選任年月日   年  月  日） ８ 市町村長 

今回の更新に同意をし

た家族等 

（上記の家族等と同じ

場合は記載不要） 

氏

名

(男･女)

続柄 

生年

月日

 
 年  月  日

生

(男･女)

続柄 
 

 年  月  日

生

住

所

１ 配偶者  ２ 父母（親権者で ある・ない）  ３ 祖父母等 ４ 子・

孫等  ５ 兄弟姉妹  ６ 後見人又は保佐人 ７ 家庭裁判所が選任した扶

養義務者（選任年月日   年  月  日） ８ 市町村長 

法第33条第８項の規定

に基づき家族等の同意

を得たものとみなした

場合は、その旨等 

□ 法第33条第８項の規定に基づき、家族等の同意を得たものとみなした 

家族等へ通知を発した日        年   月   日 

家族等に示した回答期限        年   月   日 

（回答期限は、通知を発した日から２週間を経過した日であることに留意） 

通知をした家族等との連絡等の記録（直近２件） 

年   月   日（□面会 □電話 □その他（          ）） 

年   月   日（□面会 □電話 □その他（          ）） 

 

審 査 会 意 見

県 の 措 置 

備考 

１    内は、今回の更新に当たって行われた精神保健指定医の診察に基づいて記載すること。 

２ 「今回の入院年月日」の欄は、今回貴病院に入院した年月日を記載し、入院形態の欄にそのときの入院

形態を記載すること。（特定医師による入院を含む。その場合は「法第33条第１項・第３項入院」、「法第

33条第２項・第３項入院」又は「法第33条の６第２項入院」と記載すること。）なお、複数の入院形態を

経ている場合には、順に記載すること。 

３ 「本更新後の入院期間」の欄は、医療保護入院者退院支援委員会で審議された入院期間に留意した上で、

当該医療保護入院から６月を経過するまでの間は３月、入院から６月を経過した後は６月を上限とした期

限を定めて記載すること。 

４ 「現在の精神症状、その他の重要な症状、問題行動等、現在の状態像」の欄は、一般にこの書類作成ま

での過去数か月間に認められたものとし、主として最近のそれに重点を置くこと。 

５ 「更新が必要と診断した精神保健指定医の氏名」の欄は、精神保健指定医自身が署名すること。  

６  「退院に向けた取組の状況」の欄については、今回の更新にあたって医療保護入院者退院支援委員会の

審議が行われた年月日を記載すること。また、医療保護入院者退院支援委員会の審議記録の写しを添付す

ること。その上で、 

① 退院後生活環境相談員との最初の相談を行った時期やその後の相談の頻度等 

② 地域援助事業者の紹介の有無や紹介した地域援助事業者との相談の状況等 

③ 医療保護入院者退院支援委員会での審議内容等 

について記載すること。 

７ 「家族等の氏名」の欄は、親権者が両親の場合は、原則として当該両親双方の氏名を記載すること。 

８ 「家族等の住所」の欄は、親権者が両親であって住所が異なる場合はそれぞれの住所を記載すること。 

９ 法第33条第８項の規定に基づき、家族等の同意を得たものとみなす場合は、「法第33条第８項の規定に

基づき家族等の同意を得たものとみなした場合」にレ点を入れることとし、同意書の添付は不要であるこ
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と。ただし、法第33条第６項による入院の更新に関する同意の通知をした時から更新するまでの間に、当

該通知に係る家族等が、 

① 法第５条第２項に規定する家族等に該当しなくなったとき 

② 死亡したとき 

③ 意思を表示できないとき 

のいずれかの事由に該当すると把握した場合には、同意を得たものとみなすことができないことに留意す

ること。また、同意を得たものとみなす場合は、通知をした家族等との連絡等の記録（直近２件）の欄に、

直前の入院期間中、通知をした家族等と直近２回の連絡を取った際の年月日及び手段について記載するこ

と。（通知をした家族等が親権者の両親である場合は、父又は母のいずれかと直近２回の連絡を取った際

の年月日及び手段について記載すること。） 

10 「今回の更新に同意をした家族等」の欄に記載がある場合は、法第33条第８項による同意を得たものとみ

なさないことに留意すること。 

11 選択肢の欄は、それぞれ該当する算用数字、ローマ数字等を○で囲むこと。 

様式第16号を次のように改める。 
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様式第16号（第13条関係） 

措置入院者の定期病状報告書 

年   月   日  

  職  氏 名 様 

病 院 名 

所 在 地 

管理者名  

 下記の措置入院者について、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（以下「法」という。）第38条の２第

１項の規定により報告します。 

措 置 入 院 者

フリガナ 生年

月日

年  月  日生

（満   歳) 氏 名 （男･女） 

住 所
 

 

措 置 年 月 日 年    月    日 

今回の入

院年月日
年  月  日

入院形態

前回の定期報告年月日 年    月    日  

病 名

１ 主たる精神障害 

 

ＩＣＤカテゴリー（  ） 

２ 従たる精神障害 

 

ＩＣＤカテゴリー（  ） 

３ 身体合併症 

過去６月間（措置入院後

３月の場合は３月間）の

仮退院の実績 

計     回          延日数     日 

過去６月間（措置入院後

３月の場合は過去３月

間）の治療の内容とその

結果 

問題行動を中心として

記載すること。 

今後の治療方針（再発防

止への対応含む。） 

 

処遇、看護及び指導の現

状 

隔 離 ⅰ 多用  ⅱ 時々  ⅲ ほとんど不要 

注 意 必 要 度 ⅰ 常に厳重な注意  ⅱ 随時一応の注意  ⅲ ほとんど不要

日常生活の介

助指導必要性

ⅰ 極めて手間のかかる介助  ⅱ 比較的簡単な介助と指導 

ⅲ 生活指導を要する  ⅳ その他（        ） 

退院に向けた取組の状況

（選任された退院後生活

環境相談員との相談状

況、地域援助事業者の紹

介状況等について） 

選任された退院後生活環境相談員（             ） 

 

地域援助事業者の紹介について本人や家族等からの求め又は必要性の有無    

（あり・なし） 

上記で「あり」の場合の紹介状況（                       ) 

重大な問題行動（Ａはこれまで

の、Ｂは今後起こるおそれのある

問題行動） 

現在の精神症状、その他の重要な症状、問題行動等、現在の状態像（該当

のローマ数字及び算用数字を○で囲むこと。） 

１ 殺人 Ａ Ｂ ＜現在の精神症状＞ 
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２ 放火 

３ 強盗 

４ 不同意性交等 

５ 不同意わいせつ 

６ 傷害 

７ 暴行 

８ 恐喝 

９ 脅迫 

10 窃盗 

11 器物損壊 

12 弄火又は失火 

13 家宅侵入 

14 詐欺等の経済的な

問題行動 

15 自殺企図 

16 自傷 

17 その他（  ）

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

 

Ａ

Ａ

Ａ

Ｂ

Ｂ

Ｂ

Ｂ

Ｂ

Ｂ

Ｂ

Ｂ

Ｂ

Ｂ

Ｂ

Ｂ

Ｂ

 

Ｂ

Ｂ

Ｂ

Ⅰ 意識 

  １ 意識混濁  ２ せん妄  ３ もうろう  ４ その他

（    ）

Ⅱ 知能（軽度障害、中等度障害、重度障害） 

Ⅲ 記憶 

  １ 記銘障害  ２ 見当識障害  ３ 健忘  ４ その他

（    )

Ⅳ 知覚 

  １ 幻聴  ２ 幻視  ３ その他（    ）

Ⅴ 思考 

  １ 妄想  ２ 思考途絶  ３ 連合弛緩  ４ 滅裂思考  ５

思考奔逸  ６ 思考制止  ７ 強迫観念  ８ その他（    ）

Ⅵ 感情・情動 

  １ 感情平板化  ２ 抑うつ気分  ３ 高揚気分  ４ 感情失禁

５ 焦燥・激越  ６  易怒性・被刺激性亢進   ７  その他

（    ）

Ⅶ 意欲 

  １ 衝動行為  ２ 行為心迫  ３ 興奮  ４ 昏迷  ５ 精神

運動制止  ６ 無為・無関心  ７ その他（    ）

Ⅷ 自我意識 

  １ 離人感  ２ させられ体験  ３ 解離  ４ その他

（    ）

Ⅸ 食行動 

  １ 拒食  ２ 過食  ３ 異食  ４ その他（    ）

＜その他の重要な症状＞ 

  １ てんかん発作  ２ 自殺念慮  ３ 物質依存（    ） ４

 その他（    ）

＜問題行動等＞ 

  １ 暴言  ２ 徘徊  ３ 不潔行為  ４ その他（    ）

＜現在の状態像＞ 

  １ 幻覚妄想状態  ２ 精神運動興奮状態  ３ 昏迷状態  ４

統合失調症等残遺状態  ５ 抑うつ状態  ６ 躁状態  ７ せん妄

状態  ８  もうろう状態  ９  認知症状態  10  その他

（    ）

診 察 時 の 特 記 事 項

本報告に係る診察年

月日 
   年    月    日 

診察した精神保健指

定医の氏名 
署名 

 

審 査 会 意 見

県 の 措 置 

備考 

１    内は、精神保健指定医の診察に基づいて記載すること。 
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２ 今回の入院年月日の欄は、今回貴病院に入院した年月日を記載し、入院形態の欄にそのときの入院形態

を記載すること（特定医師による入院を含む。その場合は「法第33条第１項・第３項入院」、「法第33条第

２項・第３項入院」又は「法第33条の６第２項入院」と記載すること。）。なお、複数の入院形態を経てい

る場合には、順に記載すること。 

３ 「重大な問題行動」の欄には、該当する全ての算用数字並びにＡ及びＢを○で囲むこと（Ａはこれまで

に認められた問題行動を、Ｂは今後おそれのある問題行動を指す。）。 

４ 「現在の精神症状、その他の重要な症状、問題行動等、現在の状態像」の欄は、一般にこの書類作成ま

での過去数月間に認められたものとし、主として最近のそれに重点を置くこと。 

５ 「診察時の特記事項」の欄は、被診察者の受診態度、表情、言語的及び非言語的なコミュニケーション

の様子、診察者が受ける印象等について記載すること。 

６ 「診察した精神保健指定医の氏名」の欄は、精神保健指定医自身が署名すること。 

７ 「退院に向けた取組の状況」の欄については、退院後生活環境相談員との最初の相談を行った時期やそ

の後の相談の頻度等や、地域援助事業者の紹介の有無や紹介した地域援助事業者との相談の状況等につい

て記載すること。 

８ 選択肢の欄は、それぞれ該当する算用数字、ローマ数字等を○で囲むこと。 

様式第17号を削り、様式第17号の２を次のように改める。 
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様式第17号（第13条関係） 

任意入院者の定期病状報告書 

年 月 日 

  職 氏 名 様 

病 院 名 

所 在 地 

管理者名 

 精神科病院に入院中の任意入院者の症状等の報告に関する条例第２条の規定により、精神保健及び精神障害者

福祉に関する法律（以下「法」という。）第38条の２第２項に規定する任意入院患者の症状等について、下記の

とおり報告します。 

任 意 入 院 者

フリガナ  
生 年 月 日

年  月  日生

（満   歳）氏 名 （男･女）

住 所
 

 

任 意 入 院 年 月 日

(法第20条による入院)

 

    年    月    日 

 

今 回 の

入院年月日
年  月  日

入 院 形 態

前 回 の 定 期 報 告 年 月     年    月    日 

病 名

１ 主たる精神障害 

 

ＩＣＤカテゴリー（  ） 

２ 従たる精神障害 

 

ＩＣＤカテゴリー（  ） 

３ 身体合併症

過去12月間の治療の内容

とその結果（過去12月間

の病状又は状態像の経過

の概要及び過去12月間に

行動制限が行われた場合

はその必要性について）

症 状 の 経 過 １ 悪化傾向  ２ 動揺傾向  ３ 不変  ４ 改善傾向 

任意入院継続の必要性

（通院へ変更ができない

理由について具体的に説

明すること。） 

今 後 の 治 療 方 針
 

 

＜現在の精神症状＞ Ⅰ 意識 

  １ 意識混濁  ２ せん妄  ３ もうろう  ４ その他（    ）

Ⅱ 知能（軽度障害、中等度障害、重度障害） 

Ⅲ 記憶 

  １ 記銘障害  ２ 見当識障害  ３ 健忘  ４ その他（    )

Ⅳ 知覚 

  １ 幻聴  ２ 幻視  ３ その他（    ）

Ⅴ 思考 

  １ 妄想  ２ 思考途絶  ３ 連合弛緩  ４ 滅裂思考  ５ 思考奔逸

６ 思考制止  ７ 強迫観念  ８ その他（    ）

Ⅵ 感情・情動 



  令和６年３月 29 日 金曜日      鳥 取 県 公 報             号外第 36 号    

- 22 - 

  １ 感情平板化  ２ 抑うつ気分  ３ 高揚気分  ４ 感情失禁５ 焦

燥・激越  ６ 易怒性・被刺激性亢進  ７ その他（    ）

Ⅶ 意欲 

  １ 衝動行為  ２ 行為心迫  ３ 興奮  ４ 昏迷  ５ 精神運動制

止  ６ 無為・無関心  ７ その他（    ）

Ⅷ 自我意識 

  １ 離人感  ２ させられ体験  ３ 解離  ４ その他（    ）

Ⅸ 食行動 

  １ 拒食  ２ 過食  ３ 異食  ４ その他（    ）

＜その他の重要な症状＞  １ てんかん発作  ２ 自殺念慮  ３ 物質依存（    ） ４ その他

（    ）

＜問題行動等＞  １ 暴言  ２ 徘徊  ３ 不潔行為  ４ その他（    ）

＜現在の状態像＞  １ 幻覚妄想状態  ２ 精神運動興奮状態  ３ 昏迷状態  ４ 統合失調

症等残遺状態  ５ 抑うつ状態  ６ 躁状態  ７ せん妄状態  ８ も

うろう状態  ９ 認知症状態  10 その他（    ）

本報告に係る診察年月日    年    月    日 

診 察 し た 主 治 医 氏 名 署名 

 

審 査 会 意 見

県 の 措 置 

備考 

１    内は、精神保健指定医の診察に基づいて記載すること。 

２ 今回の入院年月日の欄は、今回貴病院に入院した年月日を記載し、入院形態の欄にそのときの入院形態

を記載すること（特定医師による入院を含む。その場合は「法第33条第１項・第３項入院」、「法第33条第

２項・第３項入院」又は「法第33条の６第２項入院」と記載すること。）。なお、複数の入院形態を経てい

る場合には、順に記載すること。  

３ 入院後の診察により精神症状が重症であって、かつ、慢性的な症状を呈することにより入院の継続が明

らかに必要な病状であること等により１年以上の入院が必要であると判断される場合には、「任意入院継

続の必要性」の欄にその旨を記載すること。 

４ 入院時より６月の間に、開放処遇が制限された者の６月経過時の報告においては、「過去12月間」とあ

るのは「過去６月間」と読み替えること。 

５ 「現在の精神症状、その他の重要な症状、問題行動等、現在の状態像」の欄は、一般にこの書類作成ま

での過去数月間に認められたものとし、主として最近のそれに重点を置くこと。 

６ 「診断した主治医氏名」の欄は、主治医自身が署名すること。 

７ 選択肢の欄は、それぞれ該当する算用数字、ローマ数字等を○で囲むこと。 

附 則 

 この規則は、令和６年４月１日から施行する。 
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 鳥取県障害福祉サービス事業に関する条例施行規則及び鳥取県障害者支援施設に関する条例施行規則の一部を

改正する規則をここに公布する。 

  令和６年３月29日 

                                鳥取県知事 平  井  伸  治   

鳥取県規則第18号 

鳥取県障害福祉サービス事業に関する条例施行規則及び鳥取県障害者支援施設に関する条例施行規則の一

部を改正する規則 

 

（鳥取県障害福祉サービス事業に関する条例施行規則の一部改正） 

第１条 鳥取県障害福祉サービス事業に関する条例施行規則（平成25年鳥取県規則第18号）の一部を次のように

改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

 

（自立訓練の基準） 

第８条 略 

２ 略 

３ 条例に定めるもののほか、自立訓練に係る共生

型指定基準は、次のとおりとする。 

(１)・(２) 略 

(３) 介護保険法第41条第１項本文の指定（通所

リハビリテーションに係るものに限る。）を受け

ている者（以下「指定通所リハビリテーション

事業者」という。）により提供される事業所（以

下「指定通所リハビリテーション事業所」とい

う。）にあっては、次に掲げる基準を満たすこ

と。 

ア サービスの提供を受ける者が介護保険法に

よるサービスの利用者であるとした場合に同

法第41条第１項本文の指定を受けるために必

要とされる人数の従業者を置くこと。 

イ サービスの提供を受ける者１人につき３平

方メートルを乗じた面積以上の専用の部屋を

有すること。ただし、介護老人保健施設又は

介護医療院である指定通所リハビリテーショ

ン事業所にあっては、利用者のリハビリテー

ションの用に利用される食堂の面積を、当該

専用の部屋の面積に算入することができる。 

(４) 略 

４ 自立訓練に係る該当基準は、次のとおりとす

る。 

(１) 略 

(２) 次に掲げる自立訓練の区分に応じ、それぞ

れ次に定める者が地域において自立訓練が提供

されていないこと等により自立訓練を受けるこ

 

（自立訓練の基準） 

第８条 略 

２ 略 

３ 条例に定めるもののほか、自立訓練に係る共生

型指定基準は、次のとおりとする。 

(１)・(２) 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(３) 略 

４ 自立訓練に係る該当基準は、次のとおりとす

る。 

(１) 略 

(２) 指定通所介護事業者等又は指定小規模多機

能型居宅介護事業者等（介護予防小規模多機能

型居宅介護に係るものを除く。）が地域において
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とが困難な障がい者にサービスを提供するもの

であること。 

 

ア 自立訓練（機能訓練） 指定通所介護事業

者等、指定小規模多機能型居宅介護事業者等

（介護予防小規模多機能型居宅介護に係るも

のを除く。）、指定通所リハビリテーション事

業者又は病院若しくは診療所 

イ 自立訓練（生活訓練） 指定通所介護事業

者等又は指定小規模多機能型居宅介護事業者

等（介護予防小規模多機能型居宅介護に係る

ものを除く。） 

(３) 第５条第４項第３号及び第４号並びに前項

第３号に掲げる基準を満たすこと。 

(４) 病院又は診療所にあっては、次に掲げる基

準を満たすこと。 

ア 事業所ごとに管理者及び専らサービスの提

供に当たる理学療法士、作業療法士若しくは

言語聴覚士又は看護職員若しくは介護職員

を、利用者の数を10で除した数（当該数が１

を下回るときは、１）以上置くこと。 

イ サービスの提供を受ける者１人につき３平

方メートルを乗じた面積以上の専用の部屋を

有すること。 

(５) 前項第４号に掲げる基準を満たすこと。 

 

（就労継続支援の基準） 

第10条 略 

２ 略 

３ 就労継続支援に係る該当基準は、次のとおりと

する。 

(１)  次に掲げる基準を満たすこと。 

ア 略 

イ 別表第８サービスの開始及び終了の項の右

欄並びにサービスの提供の項の右欄第２号か

ら第４号まで及び第７号から第13号までに掲

げる基準 

(２)～(６) 略 

 

（多機能型事業所の基準） 

第14条 生活介護、自立訓練（機能訓練）、自立訓練

（生活訓練）、就労移行支援、就労継続支援Ａ型及

び就労継続支援Ｂ型並びに児童発達支援、放課後

等デイサービス、居宅訪問型児童発達支援及び保

育所等訪問支援のうち２種類以上の事業を一体的

自立訓練が提供されていないこと等により自立

訓練を受けることが困難な障がい者にサービス

を提供するものであること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(３) 第５条第４項第３号及び第４号に掲げる基

準を満たすこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(４) 前項第３号に掲げる基準を満たすこと。 

 

（就労継続支援の基準） 

第10条 略 

２ 略 

３ 就労継続支援に係る該当基準は、次のとおりと

する。 

(１)  次に掲げる基準を満たすこと。 

ア 略 

イ 別表第８サービスの開始及び終了の項の右

欄並びにサービスの提供の項の右欄第２号か

ら第４号まで及び第７号から第12号までに掲

げる基準 

(２)～(６) 略 

 

（多機能型事業所の基準） 

第14条 生活介護、自立訓練（機能訓練）、自立訓練

（生活訓練）、就労移行支援、就労継続支援Ａ型及

び就労継続支援Ｂ型並びに児童発達支援、医療型

児童発達支援、放課後等デイサービス、居宅訪問

型児童発達支援及び保育所等訪問支援のうち２種
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に行う事業所（以下「多機能型事業所」という。）

に係る最低基準は、別表第12の中欄のとおりとす

る。 

２ 略 

 

附 則 

（施行期日） 

第１条 略 

（経過措置） 

第２条 令和９年３月31日までの間、障害支援区分

が区分４から区分６までの者であって次のいずれ

かに該当するものが希望する場合は、別表第11サ

ービスの提供の項第36号の規定にかかわらず、他

の指定障害福祉サービス事業者が提供する居宅介

護又は重度訪問介護（第４号に掲げる者にあって

は、身体介護に係る居宅介護に限る。）を利用させ

ることができる。 

(１)～(４) 略 

２ 略 

第３条 略 

 

類以上の事業を一体的に行う事業所（以下「多機

能型事業所」という。）に係る最低基準は、別表第

12の中欄のとおりとする。 

２ 略 

 

附 則 

（施行期日） 

第１条 略 

（経過措置） 

第２条 令和３年３月31日までの間、障害支援区分

が区分４から区分６までの者であって次のいずれ

かに該当するものが希望する場合は、別表第11サ

ービスの提供の項第34号の規定にかかわらず、他

の指定障害福祉サービス事業者が提供する居宅介

護又は重度訪問介護（第４号に掲げる者にあって

は、身体介護に係る居宅介護に限る。）を利用させ

ることができる。 

(１)～(４) 略 

２ 略 

第３条 略 

 

別表第１（第３条関係） 

区分 指定基準 

従 業

者 の

配置 

１・２ 略 

３ 管理者は、事業所の管理上支障が

ない場合は、事業所の他の職務に従

事させ、又は当該事業所以外の事業

所、施設等の職務に従事させること

ができること。 

 

 略 

サ ー

ビ ス

の 提

供 

１～13 略 

13の２ 利用者が自立した日常生活又

は社会生活を営むことができるよ

う、利用者の意思決定の支援に配慮

すること。 

14～18 略 

19 サービス提供責任者に、個別支援

計画の作成又は変更及びその実施状

況の把握のほか、サービスの利用の

申込みに係る調整、従業者に対する

技術指導等の業務を行わせること。

この場合において、サービス提供責

任者は、利用者の自己決定の尊重を

原則とした上で、利用者が自ら意思

別表第１（第３条関係） 

区分 指定基準 

従 業

者 の

配置 

１・２ 略 

３ 管理者及びサービス提供責任者

は、事業所の管理上支障がない場合

は、事業所の他の職務に従事させ、

又は同一敷地内にある他の事業所、

施設等の職務に従事させることがで

きること。 

 略 

サ ー

ビ ス

の 提

供 

１～13 略 

 

 

 

 

14～18 略 

19 サービス提供責任者に、個別支援

計画の作成又は変更及びその実施状

況の把握のほか、サービスの利用の

申込みに係る調整、従業者に対する

技術指導等の業務を行わせること。
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を決定することに困難を抱える場合

には、適切に利用者への意思決定の

支援が行われるよう努めること。 

20～34 略 

 略 

  

 

 

 

20～34 略 

 略 

別表第２（第４条関係） 

区分 最低基準 指定基準 

 略 

個 別

支 援

計画 

１ 略 

２ 計画の作成に

当たっては、利

用者及びサービ

スの提供に当た

る従業者等によ

る 会 議を 開 催

し、利用者の生

活に対する意向

等を改めて確認

するとともに、

計画の原案の内

容について意見

を求めること。

なお、会議は、

テレビ電話装置

等を活用して開

催することがで

きる。 

３ 計画を作成

したときは、

当該計画を利

用者等及び指

定特定相談支

援事業者等に

交 付 す る こ

と。 

４～６ 略 

サ ー

ビ ス

の 提

供 

１～５ 略 

５の２ 利用者

が自立した日

常生活又は社

会生活を営む

ことができる

よう、利用者

の意思決定の

 略 

別表第２（第４条関係） 

区分 最低基準 指定基準 

 略 

個 別

支 援

計画 

１ 略 

２ 計画の作成に

当たっては、サ

ービスの提供に

当たる従業者等

による会議を開

催し、計画の原

案の内容につい

て意見を求める

こと。なお、会

議は、テレビ電

話装置等を活用

して開催するこ

とができる。 

 

 

 

 

 

３ 計画を作成し

たときは、当該

計画を利用者等

に交付するこ

と。 

 

 

 

４～６ 略 

サ ー

ビ ス

の 提

供 

１～５ 略 

 

 

 

 

 

 

 

 略 
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支援に配慮す

ること。 

６ 略 

７ サービス管理

責任者に、次に

掲げる業務を行

わせること。こ

の 場 合に お い

て、サービス管

理責任者は、利

用者の自己決定

の尊重を原則と

した上で、利用

者が自ら意思を

決定することに

困難を抱える場

合には、適切に

利用者への意思

決定の支援が行

われるよう努め

ること。 

(１)～(３) 略

８～27 略 

 略 

 備考 略 

 

 

６ 略 

７ サービス管理

責任者に、次に

掲げる業務を行

わせること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(１)～(３) 略

８～27 略 

 略 

 備考 略 

 

別表第３（第５条関係） 

区分 最低基準 指定基準 

従 業

者 の

配置 

１ 従業者の人数

は、次に掲げる

従業者ごとにそ

れぞれに定める

人数とするこ

と。 

(１)・(２) 略

(３) 理学療法

士、作業療法

士又は言語聴

覚士 利用者

に対して日常

生活を営むの

に必要な機能

の減退を防止

するための訓

練を行う場合

 

別表第３（第５条関係） 

区分 最低基準 指定基準 

従 業

者 の

配置 

１ 従業者の人数

は、次に掲げる

従業者ごとにそ

れぞれに定める

人数とするこ

と。 

(１)・(２) 略

(３) 理学療法

士又は作業療

法士 利用者

に対して日常

生活を営むの

に必要な機能

の減退を防止

するための訓

練を行う場合

は、サービス
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は、サービス

の 単 位 ご と

に、当該訓練

を行うために

必要な人数 

(４)・(５) 略

２ 略 

３ 第１号(３)の

規定にかかわら

ず 、 理学 療 法

士、作業療法士

又は言語聴覚士

を確保すること

が困難な場合に

は、日常生活を

営むのに必要な

機能の減退を防

止するための訓

練を行う能力を

有する看護師そ

の他の者を理学

療法士、作業療

法士又は言語聴

覚士に代えるこ

と が でき る こ

と。 

４～８ 略 

 略 

サ ー

ビ ス

の 提

供 

１～５ 略 

５の２ 利用者

が自立した日

常生活又は社

会生活を営む

ことができる

よう、利用者

の意思決定の

支援に配慮す

ること。 

６ 略 

７ サービス管

理責任者に、

次に掲げる業

務を行わせる

こと。この場

合において、

 略 

の 単 位 ご と

に、当該訓練

を行うために

必要な人数 

 

(４)・(５) 略

２ 略 

３ 第１号(３)の

規定にかかわら

ず、理学療法士

又は作業療法士

を確保すること

が困難な場合に

は、日常生活を

営むのに必要な

機能の減退を防

止するための訓

練を行う能力を

有する看護師そ

の他の者を理学

療法士又は作業

療法士に代える

ことができるこ

と。 

 

 

４～８ 略 

 略 

サ ー

ビ ス

の 提

供 

１～５ 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 略 

７ サービス管

理責任者に、

次に掲げる業

務を行わせる

こと。 

 

 略 



  令和６年３月 29 日 金曜日      鳥 取 県 公 報             号外第 36 号    

- 29 - 

サービス管理

責任者は、利

用者の自己決

定の尊重を原

則 と し た 上

で、利用者が

自ら意思を決

定することに

困難を抱える

場合には、適

切に利用者へ

の意思決定の

支援が行われ

るよう努める

こと。 

(１)～(３) 略

８～37 略 

 略 

 備考 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(１)～(３) 略

８～37 略 

 略 

 備考 略 

 

別表第４（第６条関係） 

区分 指定基準 

従 業

者 の

配置 

１ 略 

２ 併設事業所及び空床利用型事業所

以外の事業所（以下「単独型事業

所」という。）にあっては、利用者

の数を６で除した人数（１未満の端

数があるときは、それを切り上げる

ものとする。）以上の生活支援員又

はこれに準ずる従業者を置くこと。

ただし、生活介護、自立訓練（機能

訓練）、自立訓練（生活訓練）、就労

移行支援、就労継続支援Ａ型、就労

継続支援Ｂ型若しくは共同生活援助

又は児童発達支援若しくは放課後等

デイサービスのサービスを提供する

時間帯については、短期入所の利用

者がこれらのサービスの利用者であ

るとした場合に法第29条第１項又は

児童福祉法第21条の５の３第１項の

指定を受けるために必要とされる人

数としなければならない。 

 

３ 略 

 略 

 

別表第４（第６条関係） 

区分 指定基準 

従 業

者 の

配置 

１ 略 

２ 併設事業所及び空床利用型事業所

以外の事業所（以下「単独型事業

所」という。）にあっては、利用者

の数を６で除した人数（１未満の端

数があるときは、それを切り上げる

ものとする。）以上の生活支援員又

はこれに準ずる従業者を置くこと。

ただし、生活介護、自立訓練（機能

訓練）、自立訓練（生活訓練）、就労

移行支援、就労継続支援Ａ型、就労

継続支援Ｂ型若しくは共同生活援助

又は児童発達支援、医療型児童発達

支援若しくは放課後等デイサービス

のサービスを提供する時間帯につい

ては、短期入所の利用者がこれらの

サービスの利用者であるとした場合

に法29条第１項又は児童福祉法第21

条の５の３第１項の指定を受けるた

めに必要とされる人数としなければ

ならない。 

３ 略 

 略 
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サ ー

ビ ス

の 提

供 

１～12 略 

12の２ 利用者が自立した日常生活又

は社会生活を営むことができるよ

う、利用者の意思決定の支援に配慮

すること。 

13～37 略 

 略 

サ ー

ビ ス

の 提

供 

１～12 略 

 

 

 

 

13～37 略 

 略 

 

別表第５（第７条関係） 

区分 指定基準 

 略 

サ ー

ビ ス

の 提

供 

１～25 略 

25の２ 利用者が自立した日常生活又

は社会生活を営むことができるよ

う、利用者の意思決定の支援に配慮

すること。 

26～29 略 

29の２ サービス提供責任者に、個別

支援計画の作成又は変更及びその実

施状況の把握のほか、サービスの利

用の申込みに係る調整、従業者に対

する技術指導等の業務を行わせるこ

と。この場合において、サービス提

供責任者は、利用者の自己決定の尊

重を原則とした上で、利用者が自ら

意思を決定することに困難を抱える

場合には、適切に利用者への意思決

定の支援が行われるよう努めるこ

と。 

30・31 略 

 略 

 

別表第５（第７条関係） 

区分 指定基準 

 略 

サ ー

ビ ス

の 提

供 

１～25 略 

 

 

 

 

26～29 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

30・31 略 

 略 

 

別表第６（第８条関係） 

区分 最低基準 指定基準 

従 業

者 の

配置 

１ 自立訓練（機

能訓練）を行う

事業所にあって

は、事業所ごと

に次に掲げる従

業者をそれぞれ

に定める人数置

くこと。  

(１) 略  

(２) 理学療法

士、作業療法

 略 

 

別表第６（第８条関係） 

区分 最低基準 指定基準 

従 業

者 の

配置 

１ 自立訓練（機

能訓練）を行う

事業所にあって

は、事業所ごと

に次に掲げる従

業者をそれぞれ

に定める人数置

くこと。  

(１) 略  

(２) 理学療法

士又は作業療

 略 
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士又は言語聴

覚士 １人以

上 

(３)・(４) 略

２ 略 

３ 第１号(２)の

規定にかかわら

ず 、 理 学 療 法

士、作業療法士

又は言語聴覚士

を確保すること

が困難な場合に

は、日常生活を

営むのに必要な

機能の減退を防

止するための訓

練を行う能力を

有する看護師そ

の他の者を理学

療法士、作業療

法士又は言語聴

覚士に代えるこ

と が で き る こ

と。 

４～10 略 

 略 

個 別

支 援

計画 

１ 略 

２ 個別支援計画

の作成に当たっ

ては、利用者及

びサービスの提

供に当たる従業

者等による会議

を開催し、利用

者の生活に対す

る意向等を改め

て確認するとと

もに、個別支援

計画の原案の内

容について意見

を求めること。

なお、会議は、

テレビ電話装置

等を活用して開

催することがで

法士 １人以

上 

 

(３)・(４) 略

２ 略 

３ 第１号(２)の

規定にかかわら

ず、理学療法士

又は作業療法士

を確保すること

が困難な場合に

は、日常生活を

営むのに必要な

機能の減退を防

止するための訓

練を行う能力を

有する看護師そ

の他の者を理学

療法士又は作業

療法士に代える

ことができるこ

と。 

 

 

４～10 略 

 略 

個 別

支 援

計画 

１ 略 

２ 個別支援計画

の作成に係る会

議を開催し、個

別支援計画の原

案の内容につい

て意見を求める

こと。なお、会

議は、テレビ電

話装置等を活用

して開催するこ

とができる。 
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きる。 

３ 個別支援計画

を作成した際に

は、当該計画を

利用者等及び指

定特定相談支援

事業者等に交付

すること。 

４～６ 略 

サ ー

ビ ス

の 提

供 

１～５ 略 

５の２ 利用者が

自立した日常生

活又は社会生活

を営むことがで

きるよう、利用

者の意思決定の

支援に配慮する

こと。 

６ 略 

７ サービス管理

責任者に、次に

掲げる業務を行

わせること。こ

の 場 合 に お い

て、サービス管

理責任者は、利

用者の自己決定

の尊重を原則と

した上で、利用

者が自ら意思を

決定することに

困難を抱える場

合には、適切に

利用者への意思

決定の支援が行

われるよう努め

ること。 

(１)～(３) 略

８～33 略 

 略 

 略 

 備考 略 

 

３ 個別支援計画

を作成した際に

は、当該計画を

利用者等に交付

すること。 

 

 

４～６ 略 

サ ー

ビ ス

の 提

供 

１～５ 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 略 

７ サービス管理

責任者に、次に

掲げる業務を行

わせること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(１)～(３) 略

８～33 略 

 略 

 略 

 備考 略 

 

別表第７（第９条関係） 

区分 最低基準 指定基準 

 略 

 

別表第７（第９条関係） 

区分 最低基準 指定基準 

 略 
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サ ー

ビ ス

の 提

供 

１～５ 略 

５の２ 利用者が

自立した日常生

活又は社会生活

を営むことがで

きるよう、利用

者の意思決定の

支援に配慮する

こと。 

６ 略 

７ サービス管理

責任者に、次に

掲げる業務を行

わせること。こ

の 場 合に お い

て、サービス管

理責任者は、利

用者の自己決定

の尊重を原則と

した上で、利用

者が自ら意思を

決定することに

困難を抱える場

合には、適切に

利用者への意思

決定の支援が行

われるよう努め

ること。 

 (１)～(３) 略

８～39 略 

 略 

 略 

 備考 略 

サ ー

ビ ス

の 提

供 

１～５ 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 略 

７ サービス管理

責任者に、次に

掲げる業務を行

わせること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (１)～(３) 略

８～39 略 

 略 

 略 

 備考 略 

 

別表第８（第10条関係） 

区分 最低基準 指定基準 

 略 

サ ー

ビ ス

の 提

供 

１～５ 略 

５の２ 利用者が

自立した日常生

活又は社会生活

を営むことがで

きるよう、利用

者の意思決定の

支援に配慮する

こと。 

１～12 略 

13 利用者への賃

金及び工賃の支

払いに、原則と

して、自立支援

給付を充てない

こと。ただし、

災害その他やむ

を得ない理由が

 

別表第８（第10条関係） 

区分 最低基準 指定基準 

 略 

サ ー

ビ ス

の 提

供 

１～５ 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

１～12 略 

13 就労継続支援

Ａ型を行う事業

者は、利用者へ

の賃金及び工賃

の支払いに、原

則として、自立

支援給付を充て

ないこと。ただ
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６ 略 

７ サービス管理

責任者に、次に

掲げる業務を行

わせること。こ

の 場 合 に お い

て、サービス管

理責任者は、利

用者の自己決定

の尊重を原則と

した上で、利用

者が自ら意思を

決定することに

困難を抱える場

合には、適切に

利用者への意思

決定の支援が行

われるよう努め

ること。 

 (１)～(３) 略 

８～45 略 

ある場合は、こ

の限りでない。 

 

 

 

 

 略 

 備考 略 

６ 略 

７ サービス管理

責任者に、次に

掲げる業務を行

わせること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (１)～(３) 略 

８～45 略 

し、災害その他

やむを得ない理

由 が あ る 場 合

は、この限りで

ない。 

 略 

 備考 略 

 

別表第９（第11条関係） 

区分 指定基準 

 略 

サ ー

ビ ス

の 提

供 

１ 生活介護、自立訓練（機能訓

練）、自立訓練（生活訓練）、就労移

行支援、就労継続支援Ａ型又は就労

継続支援Ｂ型のサービスを提供し、

過去３年間において平均１人以上、

通常の事業所に新たに障害者を雇用

させている指定障害福祉サービス事

業者又は障害者就業・生活支援セン

ターであること。 

２～14 略 

14の２ 利用者が自立した日常生活又

は社会生活を営むことができるよ

う、利用者の意思決定の支援に配慮

すること。 

15～17 略 

18 サービス管理責任者に、次に掲げ

る業務を行わせること。この場合に

おいて、サービス管理責任者は、利

 

別表第９（第11条関係） 

区分 指定基準 

 略 

サ ー

ビ ス

の 提

供 

１ 生活介護、自立訓練（機能訓

練）、自立訓練（生活訓練）、就労移

行支援、就労継続支援Ａ型又は就労

継続支援Ｂ型のサービスを提供し、

過去３年間において平均１人以上、

通常の事業所に新たに障害者を雇用

させている指定障害福祉サービス事

業者であること。 

 

２～14 略 

 

 

  

 

15～17 略 

18 サービス管理責任者に、次に掲げ

る業務を行わせること。 
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用者の自己決定の尊重を原則とした

上で、利用者が自ら意思を決定する

ことに困難を抱える場合には、適切

に利用者への意思決定の支援が行わ

れるよう努めること。 

(１)～(３) 略 

19～32 略 

 略 

 備考 略 

 

 

 

 

 

(１)～(３) 略 

19～32 略 

 略 

 備考 略 

 

別表第10（第12条関係） 

区分 指定基準 

従 業

者 の

配置 

１ 従業者の人数は、次に掲げる従業

者ごとにそれぞれに定める人数とす

ること。 

(１) 略 

(２) サービス管理責任者 次に掲

げる区分に応じ、それぞれに定め

る人数以上 

 

 

 

 

 

ア サービス管理責任者が常勤で

ある場合 利用者の数が60人以

下の場合にあっては１人以上、

60人を超える場合にあっては利

用者の数から60を控除した数を

60で除した数（１未満の端数が

あるときは、それを切り上げる

ものとする。）に１を加えた人

数以上 

イ ア以外の場合 利用者の数が

30人以下の場合にあっては１人

以上、30人を超える場合にあっ

ては利用者の数から30を控除し

た数を30で除した数(１未満の

端数があるときは、それを切り

上げるものとする。)に１を加

えた人数以上 

２ 略 

３ サービス管理責任者は、知事が別

に定める者をもって充てること。た

だし、指定地域相談支援の事業を同

 

別表第10（第12条関係） 

区分 指定基準 

従 業

者 の

配置 

１ 従業者の人数は、次に掲げる従業

者ごとにそれぞれに定める人数とす

ること。 

(１) 略 

(２) サービス管理責任者 利用者

の数が30人以下の場合にあっては

１人以上、30人を超える場合にあ

っては利用者の数から30を控除し

た数を30で除した数（１未満の端

数があるときは、それを切り上げ

るものとする。）に１を加えた人

数以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 略 

３ サービス管理責任者は、知事が別

に定める者をもって充てること。 
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一の事業所において一体的に運営し

ている場合にあっては、法第51条の

23第１項又は第２項の主務省令で定

める基準に従い当該事業所に配置さ

れた相談支援専門員をサービス管理

責任者とみなすことができる。 

４ 略 

 略 

サ ー

ビ ス

の 提

供 

  

 

 

 

 

 

１ 略 

２ 略 

３ 略 

４ 略 

５ 略 

６ 略 

７ 略 

８ 略 

９ 略 

10 略 

11 略 

12 略 

13 略 

14 利用者が自立した日常生活又は社

会生活を営むことができるよう、利

用者の意思決定の支援に配慮するこ

と。 

15～17 略 

18 サービス管理責任者に、次に掲げ

る業務を行わせること。この場合に

おいて、サービス管理責任者は、利

用者の自己決定の尊重を原則とした

上で、利用者が自ら意思を決定する

ことに困難を抱える場合には、適切

に利用者への意思決定の支援が行わ

れるよう努めること。 

(１)～(３) 略 

19～29 略 

30 定期的に利用者の居宅を訪問する

ことにより、又はテレビ電話装置等

を活用して、利用者の心身の状況、

 

 

 

 

 

 

４ 略 

 略 

サ ー

ビ ス

の 提

供 

１ 居宅介護、重度訪問介護、同行援

護、行動援護、宿泊型自立訓練又は

共同生活援助のサービスを提供する

指定障害福祉サービス事業者、指定

障害者支援施設又は指定相談支援事

業者であること。 

２ 略 

３ 略 

４ 略 

５ 略 

６ 略 

７ 略 

８ 略 

９ 略 

10 略 

11 略 

12 略 

13 略 

14 略 

 

 

 

 

15～17 略 

18 サービス管理責任者に、次に掲げ

る業務を行わせること。 

 

 

 

 

 

 

(１)～(３) 略 

19～29 略 

30 おおむね週に１回以上、利用者の

居宅を訪問することにより、利用者

の心身の状況、その置かれている環
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その置かれている環境、日常生活全

般の状況等の把握を行い、必要な情

報の提供及び助言並びに相談、指定

障害福祉サービス事業者等、医療機

関等との連絡調整その他の障害者が

地域における自立した日常生活又は

社会生活を営むために必要な援助を

行うこと。 

31・32 略 

記 録

の 作

成 及

び 保

存 

１ 次に掲げる記録を整備すること。 

 (１) 略 

(２) サービスの提供の項第12号の

規定による市町村への通知に係る

記録 

２～４ 略 

 略 

 備考 略 

境、日常生活全般の状況等の把握を

行い、必要な情報の提供及び助言並

びに相談、指定障害福祉サービス事

業者等、医療機関等との連絡調整そ

の他の障害者が地域における自立し

た日常生活又は社会生活を営むため

に必要な援助を行うこと。 

31・32 略 

記 録

の 作

成 及

び 保

存 

１ 次に掲げる記録を整備すること。 

 (１) 略 

(２) サービスの提供の項第13号の

規定による市町村への通知に係る

記録 

２～４ 略 

 略 

 備考 略 

 

別表第11（第13条関係） 

区分 指定基準 

 略 

サ ー

ビ ス

の 開

始 及

び 終

了 

１～３ 略  

４ 利用者が退居するときは、利用者

の希望を踏まえた上で、退居後の生

活環境や援助の継続性に配慮し、退

居に必要な援助を行い、又はこれに

併せて居宅における自立した日常生

活への移行後の定着に必要な援助を

行うこと。 

５～10 略 

 略 

サ ー

ビ ス

の 提

供 

１～５ 略 

６ 前２号に規定するもののほか、次

に掲げる費用以外の費用を徴収しな

いこと。この場合において、(１)に

掲げる費用については、法第34条第

２項において準用する法第29条第４

項の規定により特定障害者特別給付

費が支払われた場合は、当該利用者

に係る家賃の月額から法第34条第２

項において準用する法第29条第５項

の規定により当該利用者に支給があ

ったものとみなされる特定障害者特

別給付費の額を控除した額を限度と

すること。 

 

別表第11（第13条関係） 

区分 指定基準 

 略 

サ ー

ビ ス

の 開

始 及

び 終

了 

１～３ 略  

４ 利用者が退居するときは、利用者

の希望を踏まえた上で、退居後の生

活環境や援助の継続性に配慮し、退

居に必要な援助を行うこと。 

 

 

 

５～10 略 

 略 

サ ー

ビ ス

の 提

供 

１～５ 略 

６ 前２号に規定するもののほか、次

に掲げる費用以外の費用を徴収しな

いこと。この場合において、(１)に

掲げる費用については、法第34条第

２項において準用する法第29条第４

項の規定により特定障害者特別給付

費が支払われた場合は、当該利用者

に係る家賃の月額から法第34条第２

項において準用する法第29条第５項

の規定により当該利用者に支給があ

ったものとみなされる特定障害者特

別給付費の額を控除した額を限度と

すること。 
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(１) 略 

(２) 食材料費 

(３)～(５) 略 

７～11 略 

11の２ 利用者が自立した日常生活又

は社会生活を営むことができるよ

う、利用者の意思決定の支援に配慮

すること。 

12・13 略 

14 サービス管理責任者に、次に掲げ

る業務を行わせること。この場合に

おいて、サービス管理責任者は、利

用者の自己決定の尊重を原則とした

上で、利用者が自ら意思を決定する

ことに困難を抱える場合には、適切

に利用者への意思決定の支援が行わ

れるよう努めること。 

(１)～(４) 略 

15～22 略 

22の２ 感染症の予防及び感染症の患

者に対する医療に関する法律（平成

10年法律第114号）第６条第17項に

規定する第二種協定指定医療機関

（以下「第二種協定指定医療機関」

という。）との間で、新興感染症

（同条第７項に規定する新型インフ

ルエンザ等感染症、同条第８項に規

定する指定感染症又は同条第９項に

規定する新感染症をいう。次号にお

いて同じ。）の発生時等の対応を取

り決めるように努めること。 

22の３ 協力医療機関が第二種協定指

定医療機関である場合においては、

当該第二種協定指定医療機関との間

で、新興感染症の発生時等の対応に

ついて協議を行うこと。 

23～26 略 

27 事業の運営に当たっては、地域住

民による自発的な活動等との連携及

び協力を行う等の地域との交流を図

ること。 

27の２ 利用者及びその家族、地域住

民の代表者、共同生活援助について

知見を有する者並びに市町村の担当

者等により構成される協議会（以下

(１) 略 

(２) 食事の提供に要する費用 

(３)～(５) 略 

７～11 略 

 

 

 

 

12・13 略 

14 サービス管理責任者に、次に掲げ

る業務を行わせること。 

 

 

 

 

 

 

(１)～(４) 略 

15～22 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

23～26 略 

27 事業の運営に当たっては、地域住

民による自発的な活動等との連携及

び協力を行う等の地域との交流に努

めること。 
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「地域連携推進会議」という。）を

開催し、おおむね１年に１回以上、

地域連携推進会議において、事業の

運営に係る状況を報告するととも

に、必要な要望、助言等を聴く機会

を設けること。また、当該報告、要

望、助言等についての記録を作成

し、公表すること。なお、会議は、

テレビ電話装置等を活用して行うこ

とができる。 

27の３ 地域連携推進会議の開催のほ

か、おおむね１年に１回以上、当該

地域連携推進会議の構成員が指定共

同生活援助事業所を見学する機会を

設けること。 

27の４ 前２号の規定は、提供するサ

ービスの質に係る外部の者による評

価及び当該評価の実施状況の公表又

はこれに準ずる措置として知事が定

めるものを講じている場合には、適

用しない。 

28～44 略 

45 日中サービス支援型事業所におい

ては、法第89条の３第１項に規定す

る協議会その他これに準ずる機関に

定期的に事業の実施状況及び第27号

の２の報告、要望、助言等の内容又

は第27号の４の評価の結果を報告

し、評価を受けるとともに、助言等

を求め、それらを記録すること。 

46～49 略 

記 録

の 作

成 及

び 保

存 

１ 次に掲げる記録を整備すること。 

 (１) 略 

(２) サービスの提供の項第27号の

２の規定による報告、要望、助言

等の内容に係る記録 

(３) 略 

(４) 略 

(５) 略  

２～４ 略 

 略 

 備考 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

28～44 略 

45 日中サービス支援型事業所におい

ては、法第89条の３第１項に規定す

る協議会その他これに準ずる機関に

定期的に事業の実施状況を報告し、

評価を受けるとともに、助言等を求

め、それらを記録すること。 

 

 

46～49 略 

記 録

の 作

成 及

び 保

存 

１ 次に掲げる記録を整備すること。 

 (１) 略 

  

 

 

(２) 略 

(３) 略 

(４) 略  

２～４ 略 

 略 

 備考 略 

 

別表第12（第14条関係） 

区分 最低基準 指定基準 

 

別表第12（第14条関係） 

区分 最低基準 指定基準 



  令和６年３月 29 日 金曜日      鳥 取 県 公 報             号外第 36 号    

- 40 - 

 略 

設備 １・２ 略 

３ 第１号の規定

にかかわらず、

次に掲げる事業

を一体的に行う

事業所の利用定

員は、これらの

事業の利用定員

の合計を５人以

上とすることを

もって足りるこ

と。 

(１) 略  

(２) 主として

重度の知的障

がい及び重度

の上肢、下肢

又は体幹の機

能の障がいが

重複している

者に対する児

童発達支援又

は放課後等デ

イサービス 

 

 

４ 略 

 略 

 略 
 

 略 

設備 １・２ 略 

３ 第１号の規定

にかかわらず、

次に掲げる事業

を一体的に行う

事業所の利用定

員は、これらの

事業の利用定員

の合計を５人以

上とすることを

もって足りるこ

と。 

(１) 略  

(２) 主として

重度の知的障

がい及び重度

の上肢、下肢

又は体幹の機

能の障がいが

重複している

者に対する児

童発達支援、

医療型児童発

達支援又は放

課後等デイサ

ービス 

４ 略 

 略 

 略 
 

  

第２条 鳥取県障害福祉サービス事業に関する条例施行規則の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線及び太枠で示すように改正す

る。 

改 正 後 改 正 前 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、鳥取県障害福祉サービス事業

に関する条例（平成24年鳥取県条例第71号。以下

「条例」という。）第６条第３項、第８条第３項、

第10条第４項、第12条第３項、第14条第２項、第

16条第４項、第16条の３第３項、第18条第３項、

第20条第３項、第22条第２項、第24条第２項、第

26条第２項及び第27条並びに別表第１から別表第

11までの規定に基づき、障害福祉サービス事業の

設備及び運営に関する基準を定めるものとする。 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、鳥取県障害福祉サービス事業

に関する条例（平成24年鳥取県条例第71号。以下

「条例」という。）第６条第３項、第８条第３項、

第10条第４項、第12条第３項、第14条第２項、第

16条第４項、第18条第３項、第20条第３項、第22

条第２項、第24条第２項、第26条第２項及び第27

条並びに別表第１から別表第11までの規定に基づ

き、障害福祉サービス事業の設備及び運営に関す

る基準を定めるものとする。 
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（自立訓練の基準） 

第８条 略 

 

（就労選択支援の基準） 

第８条の２ 条例に定めるもののほか、就労選択支

援に係る最低基準は、別表第６の２の中欄のとお

りとする。 

２ 条例に定めるもののほか、就労選択支援に係る

指定基準は、別表第６の２の右欄のとおりとす

る。 

 

（自立訓練の基準） 

第８条 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別表第６（第８条関係） 略 

 

別表第６の２（第８条の２関係） 

区分 最低基準 指定基準 

従 業

者 の

配置 

１ 就労選択支援

員の人数は、事

業所ごとに、常

勤換算をして利

用者の数を15で

除した人数以上

とすること。 

２ 就労選択支援

員は、専ら当該

事業所の職務に

従事する者であ

ること。ただ

し、利用者の支

援に支障がない

場合は、この限

りでない。 

３ 管理者は、事

業所の管理上支

障がない場合

は、当該事業所

の他の職務に従

事し、又は他の

事業所、施設等

の職務に従事す

ることができる

こと。 

４ 管理者は、社

会福祉法第19条

第１項各号のい

 

 

別表第６（第８条関係） 略 
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ずれかに該当す

る者若しくは社

会福祉事業に２

年以上従事した

者又はこれらと

同等以上の能力

を有すると認め

られる者をもっ

て充てること。 

設備 １ サービスの単

位ごとの利用定

員は、10人以上

とすること。 

２ 他の社会福祉

施設等の設備を

利用することに

より当該事業所

の効果的な運営

をすることがで

きる場合は、条

例別表第６の２

設備の項の中欄

第２号に規定す

る設備の一部を

設けないことが

できること。 

３ 訓練・作業室

は、訓練又は作

業に支障がない

広さを有し、訓

練又は作業に必

要な機械器具等

を備えること。 

４ 相談室は、室

内における談話

の漏えいを防ぐ

ための間仕切り

等を設けるこ

と。 

５ 洗面所及び便

所は、利用者の

特性に応じたも

のであること。 

６ 相談室及び多

目的室は、利用
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者の支援に支障

がない場合は、

兼用することが

できること。 

サ ー

ビ ス

の 開

始 及

び 終

了 

  別表第１サー

ビスの開始及び

終了の項に掲げ

る基準を満たす

こと。 

就 労

選 択

支 援

ア セ

ス メ

ン ト

の 実

施 

 就労選択支援ア

セスメントの結果

の作成に当たり、

利用者及び市町

村、指定特定相談

支援事業者等、公

共職業安定所その

他の関係機関の担

当者等を招集して

会議を開催し、当

該利用者の就労に

関する意向を改め

て確認するととも

に、当該担当者等

に意見を求めるこ

と。なお、会議

は、テレビ電話装

置等を活用して開

催することができ

る。 

 

サ ー

ビ ス

の 提

供 

１ 就労移行支援

又は就労継続支

援に係る指定障

害福祉サービス

を提供し、過去

３年間において

平均１人以上、

通常の事業所に

新たに障害者を

雇用させている

ものその他のこ

れらと同等の障

がい者に対する

就労支援の経験

及び実績を有す

１ 訓練等給付

費が支払われ

るサービスに

対する対価に

ついては、基

準額とするこ

と。 

２ 訓練等給付

費が支払われ

ないサービス

の提供に対す

る対価につい

ては、基準額

との間に不合

理な差額が生
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る事業者である

こと。 

２ 常に利用者の

心身の状況、そ

の置かれている

環境、他の保健

医療サービス又

は福祉サービス

の利用状況等の

把握に努めるこ

と。 

３ 地域及び家庭

との結び付きを

重視した運営を

行い、市町村、

他の指定障害福

祉サービス事業

者その他の保健

医療サービス又

は福祉サービス

を提供する者と

の密接な連携に

努めること。 

４ 利用者等から

徴収できる費用

は、サービスの

提供に要する費

用のほか、その

使途が直接利用

者の便益を向上

させ、かつ、利

用者等から徴収

することが適当

であるものに限

ること。 

５ 利用者等から

費用を徴収する

ときは、あらか

じめ利用者等に

対し、その使途

及び額並びに費

用を徴収する理

由を記載した書

面を示して説明

を行い、利用者

じないように

すること。 

３ 前２号に規

定するものの

ほか、次に掲

げる費用以外

の費用を徴収

しないこと。

この場合にお

いて、(１)に

掲げる費用に

ついては、知

事が別に定め

るところによ

ること。 

(１) 食事の

提供に 要す

る費用 

(２) 日用品

費 

(３) (１)及

び(２)に掲

げるも のの

ほか、 提供

される 便宜

に要す る費

用のう ち日

常生活 にお

いても 通常

必要と なる

ものに 係る

費用で あっ

て、利 用者

等に負 担さ

せるこ とが

適当と 認め

られるもの 

４ 前３号の費

用を徴収した

場合は、これ

らの費用に係

る領収証を当

該費用の額を

支払った利用

者等に対し交
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等の同意を得る

こと。 

６ 利用者の心身

の状況等に応じ

て、その者の支

援を適切に行う

とともに、サー

ビスの提供が漫

然かつ画一的な

ものとならない

よう配慮するこ

と。また、常に

サービスの改善

を図ること。 

７ 利用者が自立

した日常生活又

は社会生活を営

むことができる

よう、利用者の

意思決定の支援

に配慮するこ

と。 

８ 懇切丁寧にサ

ービスの提供を

行うことを旨と

し、利用者等に

対し、支援上必

要な事項につい

て、理解しやす

いように説明を

行うこと。 

９ 利用者等に対

し、その相談に

適切に応じると

ともに、必要な

助言その他の援

助を行うこと。 

10 管理者に、当

該事業所の従業

者及び業務の管

理その他の管理

を一元的に行わ

せ、当該事業所

の従業者に法

令、条例及びこ

付すること。 

５ ２以上の指

定障害福祉サ

ービス事業者

のサービスを

利用する利用

者等からそれ

ぞれの事業者

に支払う額を

算定するよう

依頼を受けた

ときは、その

額 を 算 定 し

て、市町村に

報告するとと

もに、当該利

用者等及び他

の事業者に通

知すること。 

６ 法第29条第

４項の規定に

より利用者に

代わって訓練

等給付費の支

払を受けた場

合は、利用者

等に対し、当

該訓練等給付

費の額を通知

すること。 

７ 訓練等給付

費が支払われ

ないサービス

を提供した場

合は、その提

供したサービ

スの内容、徴

収した費用の

額その他必要

と認められる

事項を記載し

たサービス提

供証明書を利

用者等に交付

すること。 
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の規則の規定を

遵守させるため

必要な指揮命令

を行わせるこ

と。 

11  事業所ごと

に、従業者の勤

務の体制を定め

ておくこと。 

12  事業所ごと

に、当該事業所

の従業者によっ

てサービスを提

供すること。た

だし、利用者の

支援に直接影響

を及ぼさない業

務については、

この限りでな

い。 

13 従業者の資質

の向上のための

研修の機会を確

保すること。 

14 適切なサービ

スの提供を確保

する観点から、

職場において行

われる性的な言

動又は優越的な

関係を背景とし

た言動であって

業務上必要かつ

相当な範囲を超

えたものにより

従業者の就業環

境が害されるこ

とを防止するた

めの方針の明確

化等の必要な措

置を講ずるこ

と。 

15 利用定員を超

えてサービスの

提供を行わない

８ 従業者に身

分を証する書

類 を 携 行 さ

せ、初回訪問

時及び利用者

等から求めら

れたときは、

これを提示さ

せること。 

９ サービスを

適切かつ円滑

に利用するこ

とができるよ

うに、実施す

る事業の内容

に関する情報

の提供を行う

よう努めるこ

と。また、広

告をする場合

は、その内容

を虚偽又は誇

大なものとし

ないこと。 

10  他の事業者

又はその従業

者に対し、利

用者等に当該

事業者を紹介

することの対

償として、金

品その他の財

産上の利益を

供与しないこ

と。また、他

の事業者又は

その従業者か

ら、利用者等

を紹介するこ

との対償とし

て、金品その

他の財産上の

利益を収受し

ないこと。 

11  事業所ごと
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こと。ただし、

災害の発生、虐

待を受けた者の

保護その他のや

むを得ない事情

がある場合は、

この限りでな

い。 

16 事業の運営に

当たっては、地

域住民又はその

自発的な活動等

との連携及び協

力を行う等の地

域との交流に努

めること。 

17 生産活動の機

会を提供する場

合は、生産活動

に従事する者の

作業時間、作業

量等がその者に

過重な負担とな

らないように配

慮すること。 

18 生産活動の機

会を提供する場

合は、地域の実

情並びに製品及

びサービスの需

給状況等を考慮

し、生産活動の

機会を提供する

よう努めるこ

と。 

19 生産活動の機

会を提供する場

合は、生産活動

の能率の向上が

図られるよう、

利用者の障がい

の特性等を踏ま

えた工夫を行う

こと。 

20 生産活動の機

に経理を区分

す る と と も

に、事業の会

計をその他の

事業の会計と

区 分 す る こ

と。 

12  サービスを

受けている利

用者が次のい

ずれかに該当

する場合は、

遅滞なく、意

見を付してそ

の旨を市町村

に通知するこ

と。 

(１) 正当な

理由なくサ

ービスの利

用に関する

指示に従わ

ないことに

より、障が

いの状態等

を悪化させ

たと認めら

れるとき。 

(２) 偽りそ

の他不正な

行為によっ

て訓練等給

付費又は特

例訓練等給

付 費 を 受

け、又は受

けようとし

たとき。 

13  事業所の見

や す い 場 所

に、運営規程

の概要、従業

者の勤務の体

制、協力医療

機関その他の
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会を提供する場

合は、防じん設

備又は消火設備

の設置等生産活

動を安全に行う

ために必要かつ

適切な措置を講

ずること。 

21 生産活動に従

事している者

に、生産活動に

よる収入から必

要経費を控除し

た額に相当する

工賃を支払うこ

と。 

22 虐待の防止の

ための対策を検

討する委員会を

定期的に開催す

るとともに、そ

の結果につい

て、従業者に周

知徹底を図るこ

と。なお、委員

会は、テレビ電

話装置等を活用

して開催するこ

とができる。 

23 身体的拘束等

の適正化を図る

ため、次に掲げ

る措置を講ずる

こと。 

(１) 身体的拘

束等の適正化

のための対策

を検討する委

員会を定期的

に開催すると

ともに、その

結 果 に つ い

て、従業者に

周知徹底を図

る こ と 。 な

利用申込者の

サービスの選

択に資すると

認められる重

要事項を掲示

し、又は掲示

に代えてこれ

らの事項を記

載した書面を

事業所に備え

付け、かつ、

これをいつで

も関係者に自

由に閲覧させ

ること。 
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お 、 委 員 会

は、テレビ電

話装置等を活

用して開催す

ることができ

る。 

(２) 身体的拘

束等の適正化

のための指針

を整備するこ

と。 

(３) 従業者に

対し、身体的

拘束等の適正

化のための研

修を定期的に

実 施 す る こ

と。 

24 利用者に対し

あらかじめ、食

事の提供の有無

を説明し、提供

を行う場合に

は、その内容及

び費用に関して

説明を行い、利

用者の同意を得

ること。 

25 食事は、あら

かじめ作成され

た献立に従っ

て、利用者の心

身の状況及び 

嗜
し

好を考慮し、

適切な時間に提

供するととも

に、利用者の年

齢及び障がいの

特性に応じた、

適切な栄養量及

び内容の食事を

提供するよう、

必要な栄養管理

を行うこと。ま

た、その材料に
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は、県内で生産

された農林水産

物及び加工品並

びに当該農林水

産物を材料とし

て県外で生産さ

れた加工品を利

用するよう努め

ること。 

26 食事の提供を

行う場合であっ

て、事業所に栄

養士を置かない

ときは、献立の

内容、栄養価の

算定及び調理の

方法について保

健所の指導を受

けるよう努める

こと。 

27 常に利用者の

健康の状況に注

意するととも

に、健康保持の

ための適切な措

置を講ずるこ

と。 

28 利用者の病状

の急変等に備え

るため、あらか

じめ、協力医療

機関を定めてお

くこと。 

29 サービスの提

供を行っている

ときに利用者に

病状の急変が生

じた場合その他

必要な場合は、

速やかに医療機

関への連絡を行

う等の必要な措

置を講ずるこ

と。 

30 利用者の使用
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する設備につい

て、衛生的な管

理に努め、又は

衛生上必要な措

置を講ずるとと

もに、健康管理

等に必要となる

機械器具等の管

理を適正に行う

こと。 

31 感染症、食中

毒及び熱中症が

発生し、又はま

ん延しないよう

に、次に掲げる

措置を講ずるこ

と。 

(１) 感染症、

食中毒及び熱

中症の予防及

びまん延の防

止のための対

策を検討する

委員会を定期

的に開催する

とともに、そ

の結果につい

て、従業者に

周知徹底を図

る こ と 。 な

お 、 委 員 会

は、テレビ電

話装置等を活

用して開催す

ることができ

る。 

(２) 感染症、

食中毒及び熱

中症の予防及

びまん延の防

止のための指

針を整備する

こと。 

(３) 従業者に

対 し 、 感 染
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症、食中毒及

び熱中症の予

防及びまん延

の防止のため

の研修及び訓

練を定期的に

実 施 す る こ

と。 

32 法第89条の３

第１項に規定す

る協議会への定

期的な参加、公

共職業安定所へ

の訪問等によ

り、地域におけ

る就労支援に係

る社会資源、雇

用に関する事例

等に関する情報

の収集に努める

とともに、利用

者に対して進路

選択に資する情

報を提供するよ

う努めること。 

記 録

の 作

成 及

び 保

存 

１ 条例別表第２

事故等への対応

の項の中欄第３

号及び第５号の

記録を整備する

こと。 

２ 条例別表第６

の２記録の作成

及び保存の項の

中欄に規定する

記録及び前号の

記録は、次に掲

げる区分に応

じ、それぞれに

定める期間保存

すること。 

(１) 決算書類 

30年間 

(２)  会計伝

票、会計帳簿

１ 条例別表第

６の２サービ

スの提供の項

の右欄第１号

の記録は、５

年間保存する

こと。 

２ サービスの

提供の項の右

欄第12号の規

定による市町

村への通知に

係る記録を整

備し、５年間

保 存 す る こ

と。 
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及び証ひょう

書類 10年間 

(３) (１)及び

(２)に掲げる

書類以外の記

録 ５年間 

３ 作成、保存

その他これら

に類する行為

のうち、条例

及びこの規則

の規定におい

て書面等（書

面、書類、文

書、謄本、抄

本、正本、副

本、複本その

他文字、図形

等人の知覚に

よって認識す

ることができ

る情報が記載

された紙その

他の有体物を

いう。以下こ

の号及び次号

に お い て 同

じ。）で行うこ

と が 規 定 さ

れ、又は想定

さ れ る も の

（別表第１サ

ービスの開始

及び終了の項

第２号及び第

５号並びに次

号に規定する

ものを除く。）

については、

書面等に代え

て、当該書面

等に係る電磁

的記録により

行うことがで

きる。 
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４ 交付等のう

ち、条例及びこ

の規則の規定に

おいて書面等で

行うことが規定

され、又は想定

されるものにつ

いては、当該交

付等の相手方の

承諾を得て、当

該交付等の相手

方が利用者であ

る場合には当該

利用者に係る障

がいの特性に応

じた適切な配慮

をしつつ、書面

等に代えて、電

磁的方法による

ことができる。 

事 故

等 へ

の 対

応 

別表第２事故等

への対応の項の中

欄に掲げる基準を

満たすこと。 

別表第２事故等

への対応の項の右

欄に掲げる基準を

満たすこと。 

備考 この表において「利用者の数」とは、前年

度においてサービスを利用した者の１日平均の

人数（新規に事業を開始する場合は、その推定

数）をいう。 

 

別表第７（第９条関係） 

区分 最低基準 指定基準 

 略 

サ ー

ビ ス

の 提

供 

１～39 略 

40  利用者に対

し、指定計画相

談支援を行う者

と連携し、定期

的に就労選択支

援に関する情報

提 供 を 行 う こ

と。 

 略 

 略 

 備考 略 

 

別表第７（第９条関係） 

区分 最低基準 指定基準 

 略 

サ ー

ビ ス

の 提

供 

１～39 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 略 

 略 

 備考 略 

 

別表第８（第10条関係） 

 

別表第８（第10条関係） 
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区分 最低基準 指定基準 

 略 

サ ー

ビ ス

の 提

供 

１～45 略 

46  利用者に対

し、指定計画相

談支援を行う者

と連携し、定期

的に就労選択支

援に関する情報

提 供 を 行 う こ

と。 

 略 

 

 

 

 

 略 

 備考 略 

区分 最低基準 指定基準 

 略 

サ ー

ビ ス

の 提

供 

１～45 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 略 

 略 

 備考 略 

  

（鳥取県障害者支援施設に関する条例施行規則の一部改正） 

第３条 鳥取県障害者支援施設に関する条例施行規則（平成25年鳥取県規則第19号）の一部を次のように改正す

る。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

  

別表第１（第３条関係） 

区分 最低基準 

従 業

者 の

配置 

１ 従業者の人数は、次のとおりとす

ること。 

(１) 生活介護を行う場合は、次に

掲げる従業者ごとにそれぞれに定

める人数とすること。  

ア 略 

イ 看護職員（保健師又は看護師

若しくは准看護師をいう。以下

同じ。）、理学療法士、作業療法

士又は言語聴覚士及び生活支援

員 サービスの単位（サービス

を同時に一体的に提供できるよ

う障がいの程度に応じて利用者

を１人又は複数に区分したもの

をいう。以下同じ。）ごとに、

常勤換算をして、次に掲げる数

を合計した人数以上で、そのう

ち看護職員及び生活支援員をそ

れぞれ１人以上。ただし、日常

生活を営むのに必要な機能の減

退を防止するための訓練を行う

場合は、サービスの単位ごとに

理学療法士、作業療法士又は言

別表第１（第３条関係） 

区分 最低基準 

従 業

者 の

配置 

１ 従業者の人数は、次のとおりとす

ること。 

(１) 生活介護を行う場合は、次に

掲げる従業者ごとにそれぞれに定

める人数とすること。 

ア 略 

イ 看護職員（保健師又は看護師

若しくは准看護師をいう。以下

同じ。）、理学療法士又は作業療

法士及び生活支援員 サービス

の単位（サービスを同時に一体

的に提供できるよう障がいの程

度に応じて利用者を１人又は複

数に区分したものをいう。以下

同じ。）ごとに、常勤換算をし

て、次に掲げる数を合計した人

数以上で、そのうち看護職員及

び生活支援員をそれぞれ１人以

上。ただし、日常生活を営むの

に必要な機能の減退を防止する

ための訓練を行う場合は、サー

ビスの単位ごとに理学療法士又

は作業療法士を必要な人数含ま
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語聴覚士を必要な人数含まなけ

ればならない。 

(ア)・(イ) 略 

ウ 略 

(２)  自立訓練（機能訓練）を行

う場合は、次に掲げる従業者ごと

にそれぞれに定める人数とするこ

と。 

ア 看護職員、理学療法士、作業

療法士又は言語聴覚士及び生活

支援員 利用者６人につき常勤

換算をして１人以上で、それぞ

れ１人以上。ただし、訪問によ

る自立訓練（機能訓練）を行う

場合は、生活支援員を更に１人

以上加えなければならない。 

イ 略 

(３)～(５) 略 

２～11 略 

 略 

個 別

支 援

計画 

１ 略 

２ 個別支援計画の作成に当たって

は、利用者及びサービスの提供に当

たる従業者等（サービスの提供の項

第９号の６の規定により選任される

地域移行等意向確認担当者（以下

「地域移行等意向確認担当者」とい

う。）を含む。）による会議を開催

し、利用者の生活に対する意向等を

改めて確認するとともに、個別支援

計画の原案の内容について意見を求

めること。なお、会議は、テレビ電

話装置その他の情報通信機器（以下

「テレビ電話装置等」という。）を

活用して開催することができる。 

３ 個別支援計画を作成したときは、

個別支援計画を利用者及び指定特定

相談支援事業を行う者に交付するこ

と。 

４～６ 略 

サ ー

ビ ス

の 提

供 

１～８ 略 

８の２ 利用者が自立した日常生活又

は社会生活を営むことができるよ

う、利用者の意思決定の支援に配慮

すること。 

なければならない。 

 

(ア)・(イ) 略 

ウ 略 

(２) 自立訓練（機能訓練）を行う

場合は、次に掲げる従業者ごとに

それぞれに定める人数とするこ

と。 

ア 看護職員、理学療法士又は作

業療法士及び生活支援員 利用

者６人につき常勤換算をして１

人以上で、それぞれ１人以上。

ただし、訪問による自立訓練

（機能訓練）を行う場合は、生

活支援員を更に１人以上加えな

ければならない。 

イ 略 

(３)～(５) 略 

２～11 略 

 略 

個 別

支 援

計画 

１ 略 

２ 個別支援計画の作成に係る会議を

開催し、個別支援計画の原案の内容

について意見を求めること。なお、

会議は、テレビ電話装置その他の情

報通信機器（以下「テレビ電話装置

等」という。）を活用して開催するこ

とができる。 

 

 

 

 

 

 

 

３ 個別支援計画を作成したときは、

個別支援計画を利用者に交付するこ

と。 

 

４～６ 略 

サ ー

ビ ス

の 提

供 

１～８ 略 
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９ サービス管理責任者に、次の業務

を行わせること。この場合におい

て、サービス管理責任者は、利用者

の自己決定の尊重を原則とした上

で、利用者が自ら意思を決定するこ

とに困難を抱える場合には、適切に

利用者への意思決定の支援が行われ

るよう努めること。 

(１)～(３) 略 

９の２ 地域住民又はその自発的な活

動等との連携及び協力を行う等の地

域との交流を図ること。 

９の３ 利用者及びその家族、地域住

民の代表者、施設障害福祉サービス

について知見を有する者並びに市町

村の担当者等により構成される協議

会（以下「地域連携推進会議」とい

う。）を開催し、おおむね１年に１

回以上、地域連携推進会議におい

て、事業の運営に係る状況を報告

し、必要な要望、助言等を聴く機会

を設けること。また、当該報告、要

望及び助言等についての記録を作成

し、公表すること。なお、会議は、

テレビ電話装置等を活用して行うこ

とができる。 

９の４ 地域連携推進会議の開催のほ

か、おおむね１年に１回以上、当該

地域連携推進会議の構成員が指定障

害者支援施設等を見学する機会を設

けること。 

９の５ 前２号の規定は、提供するサ

ービスの質に係る外部の者による評

価及び当該評価の実施状況の公表又

はこれに準ずる措置として知事が定

めるものを講じている場合には、適

用しない。 

９の６ 利用者の地域生活への移行に

関する意向の把握、利用者の当該施

設以外における障害福祉サービス等

の利用状況等の把握及び利用者の当

該施設以外における障害福祉サービ

ス等の利用に関する意向の定期的な

確認（以下「地域移行等意向確認

等」という。）を適切に行うため、

９ サービス管理責任者に、次の業務

を行わせること。 

 

 

 

 

 

 

(１)～(３) 略 
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地域移行等意向確認等に関する指針

を定めるとともに、地域移行等意向

確認担当者を選任すること。 

９の７ 地域移行等意向確認担当者

に、前号の指針に基づき地域移行等

意向確認等を実施させること。この

場合において、地域移行等意向確認

担当者は、法第77条第３項各号に掲

げる事業を行う者又は一般相談支援

事業若しくは特定相談支援事業を行

う者と連携し、地域における障害福

祉サービスの体験的な利用に係る支

援その他の地域生活への移行に向け

た支援を行うよう努めること。 

９の８ 地域移行等意向確認担当者

に、アセスメントの際に地域移行等

意向確認等において把握又は確認し

た内容をサービス管理責任者に報告

させるとともに、当該内容を個別支

援計画の作成に係る会議に報告させ

ること。 

10～50 略 

51 感染症の予防及び感染症の患者に

対する医療に関する法律（平成10年

法律第114号）第６条第17項に規定

する第二種協定指定医療機関（以下

「第二種協定指定医療機関」とい

う。）との間で、新興感染症（同条

第７項に規定する新型インフルエン

ザ等感染症、同条第８項に規定する

指定感染症又は同条第９項に規定す

る新感染症をいう。次号において同

じ。）の発生時等の対応を取り決め

るように努めること。 

52 協力医療機関が第二種協定指定医

療機関である場合においては、当該

第二種協定指定医療機関との間で、

新興感染症の発生時等の対応につい

て協議を行うこと。 

記 録

の 作

成 及

び 保

存 

１ サービスの提供の項第９号の３の

規定による報告、要望、助言等に係

る記録を整備すること。 

２ 条例別表記録の作成及び保存の項

に規定する記録及び前号の記録は、

次に掲げる区分に応じ、それぞれに

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10～50 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記 録

の 作

成 及

び 保

存 

 

 

 

１ 条例別表記録の作成及び保存の項

に規定する記録は、次に掲げる区分

に応じ、それぞれに定める期間保存
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定める期間保存すること。 

 (１)～(３) 略 

３ 略 

４ 略 

 略 
 

すること。 

 (１)～(３) 略 

２ 略 

３ 略 

 略 
 

  

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和６年４月１日から施行する。ただし、第２条の規定は、障害者の日常生活及び社会生活を

総合的に支援するための法律等の一部を改正する法律（令和４年法律第104号）附則第１条第４号に掲げる規

定の施行の日から施行する。 

（鳥取県障害福祉サービス事業に関する条例施行規則の一部改正に伴う経過措置） 

２ この規則の施行の日（以下「施行日」という。）から令和７年３月31日までの間、第１条の規定による改正

後の鳥取県障害福祉サービス事業に関する条例施行規則別表第11サービスの提供の項第27号の２及び第27号の

３の規定の適用については、これらの規定中「設けること」とあるのは「設けるよう努めること」とし、第27

号の２中「公表すること」とあるのは「公表するよう努めること」とする。 

（鳥取県障害者支援施設に関する条例施行規則の一部改正に伴う経過措置） 

３ 施行日から令和７年３月31日までの間、第３条の規定による改正後の鳥取県障害者支援施設に関する条例施

行規則（次項において「新規則」という。）別表第１サービスの提供の項第９号の３及び第９号の４の規定の

適用については、これらの規定中「設けること」とあるのは「設けるよう努めること」とし、第９号の３中

「公表すること」とあるのは「公表するよう努めること」とする。 

４ 施行日から令和８年３月31日までの間、新規則別表第１サービスの提供の項第９号の６の規定の適用につい

ては、同号中「選任すること」とあるのは「選任するよう努めること」とし、同項第９号の８の規定の適用に

ついては、同号中「報告させること」とあるのは「報告させるよう努めること」とする。 
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鳥取県軽費老人ホームに関する条例施行規則等の一部を改正する規則をここに公布する。 

  令和６年３月29日 

鳥取県知事 平 井 伸 治 

鳥取県規則第19号 

鳥取県軽費老人ホームに関する条例施行規則等の一部を改正する規則 

 

（鳥取県軽費老人ホームに関する条例施行規則の一部改正） 

第１条 鳥取県軽費老人ホームに関する条例施行規則（平成25年鳥取県規則第21号）の一部を次のように改正す

る。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線及び太枠で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

  

別表（第２条、附則第２項関係） 

区分 基準 

職員の配置 １～４ 略 

５ 施設長は、当該施設の管理

上支障がない場合は、他の事

業所、施設等の職務に従事す

ることができること。 

 

６～12 略 

 略  

サービスの提

供 

１～24 略 

25 入所者の病状の急変等に備

えるため、あらかじめ、協力

医療機関を定めておくこと。

なお、協力医療機関を定める

に当たっては、次に掲げる要

件を満たす協力医療機関を定

めるように努めること。ま

た、あらかじめ、協力歯科医

療機関を定めておくよう努め

ること。 

(１) 入所者の病状が急変し

た場合等において医師又は

看護職員が相談対応を行う

体制を、常時確保している

こと。 

(２) 施設からの診療の求め

があった場合において診療

を行う体制を、常時確保し

ていること。 

26 １年に１回以上、協力医療

機関との間で、入所者の病状

が急変した場合等の対応を確

別表（第２条、附則第２項関係） 

  

職員の配置 １～４ 略 

５ 施設長は、当該施設の管理

上支障がない場合は、同一敷

地内にある他の事業所、施設

等の職務に従事することがで

きること。 

６～12 略 

 略  

サービスの提

供 

１～24 略 

25 入所者の病状の急変等に備

えるため、あらかじめ、協力

医療機関を定めておくこと。

また、あらかじめ、協力歯科

医療機関を定めておくよう努

めること。 
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認するとともに、協力医療機

関の名称等を、知事に届け出

ること。 

27 感染症の予防及び感染症の

患者に対する医療に関する法

律（平成10年法律第114号）

第６条第17項に規定する第二

種協定指定医療機関（次号に

おいて「第二種協定指定医療

機関」という。）との間で、

新興感染症（同条第７項に規

定する新型インフルエンザ等

感染症、同条第８項に規定す

る指定感染症又は同条第９項

に規定する新感染症をいう。

次号において同じ。）の発生

時等の対応を取り決めるよう

に努めること。 

28 協力医療機関が第二種協定

指定医療機関である場合にお

いては、当該第二種協定指定

医療機関との間で、新興感染

症の発生時等の対応について

協議を行うこと。 

29 入所者が協力医療機関その

他の医療機関に入院した後

に、当該入所者の病状が軽快

し、退院が可能となった場合

においては、再び施設に速や

かに入所させることができる

ように努めること。 

30 施設の見やすい場所に、運

営規程の概要、職員の勤務の

体制、協力医療機関、利用料

その他サービスの選択に資す

ると認められる重要事項を掲

示し、又は掲示に代えてこれ

らの事項を記載した書面を施

設に備え付け、かつ、これを

いつでも関係者に自由に閲覧

させること。また、原則とし

て、これらの事項はウェブサ

イトに掲載すること。 

31 略 

32 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

26 施設の見やすい場所に、運

営規程の概要、職員の勤務の

体制、協力医療機関、利用料

その他サービスの選択に資す

ると認められる重要事項を掲

示し、又は掲示に代えてこれ

らの事項を記載した書面を施

設に備え付け、かつ、これを

いつでも関係者に自由に閲覧

させること。 

 

 

27 略 

28 略 
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記録の作成及

び保存 

１・２ 略 

３ 作成、保存その他これらに

類する行為のうち、条例及び

この規則の規定において書面

等（書面、書類、文書、謄

本、抄本、正本、副本、複本

その他文字、図形等人の知覚

によって認識することができ

る情報が記載された紙その他

の有体物をいう。以下この号

及び次号において同じ。）で

行うことが規定され、又は想

定されるもの（次号に規定す

るものを除く。）について

は、書面等に代えて、当該書

面等に係る電磁的記録（電子

的方式、磁気的方式その他人

の知覚によっては認識するこ

とができない方式で作られる

記録であって、電子計算機に

よる情報処理の用に供される

ものをいう。）により行うこ

とができる。 

４ 略 

 略      
 

記録の作成及

び保存 

１・２ 略 

３ 作成、交付、保存その他こ

れらに類する行為のうち、条

例及びこの規則の規定におい

て書面等（書面、書類、文

書、謄本、抄本、正本、副

本、複本その他文字、図形等

人の知覚によって認識するこ

とができる情報が記載された

紙その他の有体物をいう。以

下この号及び次号において同

じ。）で行うことが規定さ

れ、又は想定されるもの（次

号に規定するものを除く。）

については、書面等に代え

て、当該書面等に係る電磁的

記録（電子的方式、磁気的方

式その他人の知覚によっては

認識することができない方式

で作られる記録であって、電

子計算機による情報処理の用

に供されるものをいう。）に

より行うことができる。 

４ 略 

 略  
 

 備考 略  備考 略 

 

（鳥取県養護老人ホーム及び特別養護老人ホームに関する条例施行規則の一部改正） 

第２条 鳥取県養護老人ホーム及び特別養護老人ホームに関する条例施行規則（平成25年鳥取県規則第22号）の

一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

 

（特別養護老人ホームの基準） 

第４条 条例に定めるもののほか、入所定員が30人

以上の特別養護老人ホームの設備及び運営に関す

る基準は、次に掲げるとおりとする。 

(１)～(３) 略 

(４) 鳥取県介護保険施設に関する条例施行規則

（平成25年鳥取県規則第24号）別表第１従業者

の配置の項（第１号(６)及び第９号の規定を除

く。）、設備の項、サービスの提供の項（第７

号、第８号、第22号、第32号から第36号まで、

第43号から第46号まで及び第49号の規定を除

く。）、記録の作成及び保存の項第２号並びに事

 

（特別養護老人ホームの基準） 

第４条 条例に定めるもののほか、入所定員が30人

以上の特別養護老人ホームの設備及び運営に関す

る基準は、次に掲げるとおりとする。 

(１)～(３) 略 

(４) 鳥取県介護保険施設に関する条例施行規則

（平成25年鳥取県規則第24号）別表第１従業者

の配置の項（第１号(６)及び第９号の規定を除

く。）、設備の項、サービスの提供の項（第７

号、第８号、第22号、第31号から第35号まで、

第38号から第41号まで及び第43号の規定を除

く。）、記録の作成及び保存の項第２号並びに事
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故等への対応の項（同規則附則第２条第３項及

び第４項の規定により読み替えて適用する場合

を含む。）に掲げる基準を満たすこと。 

(５) 過疎地域の持続的発展の支援に関する特別

措置法（令和３年法律第19号）第２条第２項の

規定により公示された過疎地域に所在し、か

つ、入所定員が30人である施設（以下この号及

び次号において「施設」という。）に、指定短期

入所生活介護事業所又は指定介護予防短期入所

生活介護事業所（以下この号及び次号において

「指定短期入所生活介護事業所等」という。）が

併設される場合は、当該指定短期入所生活介護

事業所等の医師については、当該施設の医師に

より当該指定短期入所生活介護事業所等の利用

者の健康管理が適切に行われると認められると

きは、これを置かないことができること。 

(６) 施設に指定通所介護事業所、指定短期入所

生活介護事業所等、指定地域密着型通所介護事

業所、併設型指定認知症対応型通所介護の事業

を行う事業所又は併設型指定介護予防認知症対

応型通所介護の事業を行う事業所が併設される

場合は、当該併設される事業所の生活相談員、

栄養士、機能訓練指導員又は調理員その他の従

業者については、当該施設の生活相談員、栄養

士、機能訓練指導員又は調理員、事務員その他

の職員により当該事業所の利用者の処遇が適切

に行われると認められるときは、これを置かな

いことができること。 

２ 条例に定めるもののほか、入所定員が29人以下

の特別養護老人ホーム（以下「地域密着型特別養

護老人ホーム」という。）の設備及び運営に関する

基準は、次に掲げるとおりとする。 

(１)・(２) 略 

(３) 鳥取県介護保険施設に関する条例施行規則

別表第１設備の項（第14号の規定を除く。）、サ

ービスの提供の項（第７号、第８号、第22号、

第32号から第36号まで、第43号から第46号まで

及び第49号の規定を除く。）、記録の作成及び保

存の項第２号並びに事故等への対応の項（同規

則附則第２条第３項及び第４項の規定により読

み替えて適用する場合を含む。）に掲げる基準を

満たすこと。 

 

故等への対応の項（同規則附則第２条第３項及

び第４項の規定により読み替えて適用する場合

を含む。）に掲げる基準を満たすこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 条例に定めるもののほか、入所定員が29人以下

の特別養護老人ホーム（以下「地域密着型特別養

護老人ホーム」という。）の設備及び運営に関する

基準は、次に掲げるとおりとする。 

(１)・(２) 略 

(３) 鳥取県介護保険施設に関する条例施行規則

別表第１設備の項（第14号の規定を除く。）、サ

ービスの提供の項（第７号、第８号、第22号、

第31号から第35号まで、第38号から第41号まで

及び第43号の規定を除く。）、記録の作成及び保

存の項第２号並びに事故等への対応の項（同規

則附則第２条第３項及び第４項の規定により読

み替えて適用する場合を含む。）に掲げる基準を

満たすこと。 

 

別表第１（第３条関係） 

区分 基準 

別表第１（第３条関係） 

区分 基準 
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職員の配置 １～11 略 

12 施設長は、当該施設の管理上

支障がない場合は、他の事業

所、施設等の職務に従事するこ

とができること。 

 

13～15 略 

 略  

サービスの

提供 

１～24 略 

25 入所者の病状の急変等に備え

るために、あらかじめ、次に掲

げる要件を満たす協力医療機関

（(３)の要件を満たす協力医療

機関にあっては、病院に限

る。）を定めておくこと。な

お、複数の医療機関を協力医療

機関として定めることにより各

要件を満たすこととすることが

できる。また、あらかじめ、協

力歯科医療機関を定めておくよ

う努めること。 

(１) 入所者の病状が急変した

場合等において医師又は看護

職員が相談対応を行う体制

を、常時確保していること。 

(２) 施設からの診療の求めが

あった場合において診療を行

う体制を、常時確保している

こと。 

(３) 入所者の病状が急変した

場合等において、施設の医師

又は協力医療機関その他の医

療機関の医師が診療を行い、

入院を要すると認められた入

所者の入院を原則として受け

入れる体制を確保しているこ

と。 

26 １年に１回以上、協力医療機

関との間で、入所者の病状が急

変した場合等の対応を確認する

とともに、協力医療機関の名称

等を、知事に届け出ること。 

27 感染症の予防及び感染症の患

者に対する医療に関する法律

（平成10年法律第114号）第６

職員の配置 １～11 略 

12 施設長は、当該施設の管理上

支障がない場合は、同一敷地内

にある他の事業所、施設等の職

務に従事することができるこ

と。 

13～15 略 

 略  

サービスの

提供 

１～24 略 

25 入院治療を必要とする入所者

のために、あらかじめ、協力病

院を定めておくこと。また、あ

らかじめ、協力歯科医療機関を

定めておくよう努めること。 
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条第17項に規定する第二種協定

指定医療機関（次号において

「第二種協定指定医療機関」と

いう。）との間で、新興感染症

（同条第７項に規定する新型イ

ンフルエンザ等感染症、同条第

８項に規定する指定感染症又は

同条第９項に規定する新感染症

をいう。次号において同じ。）

の発生時等の対応を取り決める

よう努めること。 

28 協力医療機関が第二種協定指

定医療機関である場合において

は、当該第二種協定指定医療機

関との間で、新興感染症の発生

時等の対応について協議を行う

こと。 

29 入所者が協力医療機関その他

の医療機関に入院した後に、当

該入所者の病状が軽快し、退院

が可能となった場合において

は、再び当該施設に速やかに入

所させることができるように努

めること。 

 略  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 略  
 

  

（鳥取県居宅サービス事業及び介護予防サービス事業に関する条例施行規則の一部改正） 

第３条 鳥取県居宅サービス事業及び介護予防サービス事業に関する条例施行規則（平成25年鳥取県規則第23

号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

  

別表第１（第３条、第４条関係） 

 １ 訪問介護 

区分 基準 

従業者の配置 １～５ 略 

６ 管理者は、事業所の管理上

支障がない場合は、他の職務

に従事し、又は他の事業所、

施設等の職務に従事すること

ができること。 

 

 略  

サービスの提

供 

１～25 略 

26 事業所の見やすい場所に、

別表第１（第３条、第４条関係） 

 １ 訪問介護 

区分 基準 

従業者の配置 １～５ 略 

６ 管理者は、事業所の管理上

支障がない場合は、他の職務

に従事し、又は同一敷地内に

ある他の事業所、施設等の職

務に従事することができるこ

と。 

 略  

サービスの提

供 

１～25 略 

26 事業所の見やすい場所に、
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条例別表の１の表サービスの

提供の項第４号の規程の概

要、従業者の勤務の体制その

他のサービスの選択に資する

と認められる重要事項を掲示

し、又は掲示に代えてこれら

の事項を記載した書面を事業

所に備え付け、かつ、これを

いつでも関係者に自由に閲覧

させること。また、原則とし

て、これらの事項はウェブサ

イトに掲載すること。 

27～32 略 

 略      
 

条例別表の１の表サービスの

提供の項第４号の規程の概

要、従業者の勤務の体制その

他のサービスの選択に資する

と認められる重要事項を掲示

し、又は掲示に代えてこれら

の事項を記載した書面を事業

所に備え付け、かつ、これを

いつでも関係者に自由に閲覧

させること。 

 

 

27～32 略 

 略  
 

 ２ 訪問入浴介護又は介護予防訪問入浴介護 

区分 基準 

従業者の配置 １ 略 

２ 管理者は、事業所の管理上

支障がない場合は、他の職務

に従事し、又は他の事業所、

施設等の職務に従事すること

ができること。 

 

 略  

サービスの提

供 

１～24 略 

25 事業所の見やすい場所に、

条例別表の２の表サービスの

提供の項第４号の規程の概

要、従業者の勤務の体制その

他のサービスの選択に資する

と認められる重要事項を掲示

し、又は掲示に代えてこれら

の事項を記載した書面を事業

所に備え付け、かつ、これを

いつでも関係者に自由に閲覧

させること。また、原則とし

て、これらの事項はウェブサ

イトに掲載すること。 

26～32 略 

 略  

 ３～５ 略 

 ６ 通所介護 

区分 基準 

従業者の配置 １～６ 略 

７ 管理者は、事業所の管理上

 ２ 訪問入浴介護又は介護予防訪問入浴介護 

区分 基準 

従業者の配置 １ 略 

２ 管理者は、事業所の管理上

支障がない場合は、他の職務

に従事し、又は同一敷地内に

ある他の事業所、施設等の職

務に従事することができるこ

と。 

 略  

サービスの提

供 

 

 

１～24 略 

25 事業所の見やすい場所に、

条例別表の２の表サービスの

提供の項第４号の規程の概

要、従業者の勤務の体制その

他のサービスの選択に資する

と認められる重要事項を掲示

し、又は掲示に代えてこれら

の事項を記載した書面を事業

所に備え付け、かつ、これを

いつでも関係者に自由に閲覧

させること。 

 

 

26～32 略 

 略  

 ３～５ 略 

６ 通所介護 

区分 基準 

従業者の配置  １～６ 略 

７ 管理者は、事業所の管理上
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支障がない場合は、他の職務

に従事し、又は他の事業所、

施設等の職務に従事すること

ができること。 

 

 略  

 ７ 略 

８ 短期入所生活介護又は介護予防短期入所生活介

護 

区分 基準 

従業者の配置 １～８ 略 

９ 管理者は、事業所の管理上

支障がない場合は、他の職務

に従事し、又は他の事業所、

施設等の職務に従事すること

ができること。 

 

 略  

サービスの提

供 

 

１・２ 略 

３ 身体的拘束等の適正化を図

るため、次に掲げる措置を講

ずること。 

(１) 身体的拘束等の適正化

のための対策を検討する委

員会を３月に１回以上開催

するとともに、その結果に

ついて、介護職員その他の

従業者に周知徹底を図るこ

と。なお、委員会は、テレ

ビ電話装置等を活用して開

催することができる。 

(２) 身体的拘束等の適正化

のための指針を整備するこ

と。 

(３) 介護職員その他の従業

者に対し、身体的拘束等の

適正化のための研修を定期

的に実施すること。 

４ 略 

５ 略 

６ 略 

７ 略 

８ 略 

９ 略 

10 略 

支障がない場合は、他の職務

に従事し、又は同一敷地内に

ある他の事業所、施設等の職

務に従事することができるこ

と。 

 略  

 ７ 略 

８ 短期入所生活介護又は介護予防短期入所生活介

護 

区分 基準 

従業者の配置 １～８ 略 

９ 管理者は、事業所の管理上

支障がない場合は、他の職務

に従事し、又は同一敷地内に

ある他の事業所、施設等の職

務に従事することができるこ

と。 

 略  

サービスの提 

供 

１・２ 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 略 

４ 略 

５ 略 

６ 略 

７ 略 

８ 略 

９ 略 
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11 略 

12 略 

13 略 

14 略 

15 略 

16 業務の効率化、介護サービ

スの質の向上その他の生産性

の向上に資する取組の促進を

図るため、利用者の安全並び

に介護サービスの質の確保及

び職員の負担軽減に資する方

策を検討するための委員会を

定期的に開催すること。な

お、委員会は、テレビ電話装

置等を活用して開催すること

ができる。 

17 略 

18 略 

19 略 

20 略 

21 略 

22 略 

23 略 

24 ユニット型事業所の管理者

は、ユニット型施設の管理等

に係る研修を受講するよう努

めること。 

 略  

９ 短期入所療養介護又は介護予防短期入所療養介

護 

区分 基準 

従業者の配置 １・２ 略 

３ 病院又は診療所（療養病床

を有するものに限る。）であ

る事業所の医師、薬剤師、看

護職員、介護職員、理学療法

士又は作業療法士及び栄養士

の人数は、それぞれ利用者を

入院患者とみなした場合に病

院又は診療所として必要とさ

れる人数とすること。 

 

 ４ 診療所（療養病床を有する

ものを除く。）である事業所

の従業者の人数は、次に掲げ

10 略 

11 略 

12 略 

13 略 

14 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

15 略 

16 略 

17 略 

18 略 

19 略 

20 略 

21 略 

 

 

 

 

 略  

９ 短期入所療養介護又は介護予防短期入所療養介

護 

区分 基準 

従業者の配置 １・２ 略 

３ 病院又は診療所（療養病床

又は老人性認知症疾患療養病

棟を有するものに限る。）で

ある事業所の医師、薬剤師、

看護職員、介護職員、理学療

法士又は作業療法士及び栄養

士の人数は、それぞれ利用者

を入院患者とみなした場合に

病院又は診療所として必要と

される人数とすること。 

 ４ 診療所（療養病床又は老人

性認知性疾患療養病棟を有す

るものを除く。）である事業
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る従業者ごとにそれぞれに定

める人数とすること。 

 

(１)・(２) 略  

 ５ 診療所（療養病床を有する

ものを除く。）においては、

夜間における緊急連絡体制の

ために、看護職員又は介護職

員を１人以上、宿直又は夜間

の業務に従事させること。 

 

 

設備 １ 介護老人保健施設若しくは

介護医療院の療養室、病院の

療養病床に係る病室又は診療

所の病室を利用すること。 

 

 

２ 略 

 ３ 療養病床を有する病院又は

診療所であるユニット型指定

短期入所療養介護事業所又は

ユニット型介護予防短期入所

療養介護事業所（以下この項

において「療養病床設置ユニ

ット型事業所」という。）に

あっては、ユニット、浴室、

廊下、機能訓練室を有するこ

と。 

４ 療養病床設置ユニット型事

業所のユニットにおける病室

は次のとおりとすること。 

(１) 一の病室の定員は、１

人とすること。ただし、利

用者へのサービスの提供上

必要と認められる場合は、

２人とすることができるこ

と。 

(２) 病室は、いずれかのユ

ニットに属するものとし、

当該ユニットの共同生活室

に近接して一体的に設ける

こと。ただし、一のユニッ

トの利用者の定員は、原則

としておおむね10人以下と

所の従業者の人数は、次に掲

げる従業者ごとにそれぞれに

定める人数とすること。 

(１)・(２) 略  

 ５ 診療所（療養病床又は老人

性認知性疾患療養病棟を有す

るものを除く。）において

は、夜間における緊急連絡体

制のために、看護職員又は介

護職員を１人以上、宿直又は

夜間の業務に従事させるこ

と。 

設備 １ 介護老人保健施設若しくは

介護医療院の療養室、病院の

療養病床若しくは老人性認知

性疾患療養病棟に係る病室又

は診療所の病室を利用するこ

と。 

２ 略 
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し、15人を超えないものと

すること。 

(３) 一の病室の床面積等は

10.65平方メートル以上と

すること。ただし、(１)た

だし書の場合にあっては、

21.3平方メートル以上とす

ること。 

(４) ブザー又はこれに代わ

る設備を設けること。 

５ 療養病床設置ユニット型事

業所のユニットにおける共同

生活室は、次のとおりとする

こと。 

(１) いずれかのユニットに

属するものとし、当該ユニ

ットの利用者が交流し、共

同で日常生活を営むための

場所としてふさわしい形状

を有すること。 

(２) 一の共同生活室の床面

積は、２平方メートルに当

該共同生活室が属するユニ

ットの利用者の定員を乗じ

て得た面積以上を標準とす

ること。 

(３) 必要な設備及び備品を

備えること。 

６ 療養病床設置ユニット型事

業所のユニットにおける洗面

設備は、次のとおりとするこ

と。 

(１) 病室ごとに設けるこ

と、又は共同生活室ごとに

適当数設けること。 

(２) 身体の不自由な者が使

用するのに適したものとす

ること。 

７ 療養病床設置ユニット型事

業所のユニットにおける便所

は、次のとおりとすること。 

(１) 病室ごとに設けるこ

と、又は共同生活室ごとに

適当数設けること。 

(２) ブザー又はこれに代わ
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る設備を設けるとともに、

身体の不自由な者が使用す

るのに適したものとするこ

と。 

８ 療養病床設置ユニット型事

業所の廊下幅は、1.8メート

ル以上（中廊下の幅にあって

は、2.7メートル以上）とす

ること。 

９ 療養病床設置ユニット型事

業所の機能訓練室は、内法に

よる測定で40平方メートル以

上の床面積（療養病床設置ユ

ニット型事業所が療養病床を

有する診療所の場合にあって

は、機能訓練を行うために十

分な広さ）を有し、必要な器

械及び器具を備えること。 

10 療養病床設置ユニット型事

業所の浴室は、身体の不自由

な者が入浴するのに適したも

のとすること。 

11 第８号から前号までに掲げ

る設備は、専ら当該ユニット

型事業所の用に供するもので

なければならない。ただし、

利用者に対するサービスの提

供に支障がない場合は、この

限りでない。 

12 第５号の共同生活室は、医

療法施行規則（昭和21年厚生

省令第50号）第21条第３号に

規定する食堂とみなす。 

 略  

サービスの提

供 

１・２ 略 

３ 身体的拘束等の適正化を図

るため、次に掲げる措置を講

ずること。 

(１) 身体的拘束等の適正化

のための対策を検討する委

員会を３月に１回以上開催

するとともに、その結果に

ついて、介護職員その他の

従業者に周知徹底を図るこ

と。なお、委員会は、テレ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 略  

サービスの提

供 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１・２ 略 
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ビ電話装置等を活用して開

催することができる。 

(２) 身体的拘束等の適正化

のための指針を整備するこ

と。 

(３) 介護職員その他の従業

者に対し、身体的拘束等の

適正化のための研修を定期

的に実施すること。 

４ 略 

５ 略 

６ 略 

７ 略 

８ 略 

９ 略 

10 略 

11 略 

12 略 

13 略 

14 略 

15 業務の効率化、介護サービ

スの質の向上その他の生産性

の向上に資する取組の促進を

図るため、利用者の安全並び

に介護サービスの質の確保及

び職員の負担軽減に資する方

策を検討するための委員会を

定期的に開催すること。な

お、委員会は、テレビ電話装

置等を活用して開催すること

ができる。 

16 略 

17 略 

18 略 

19 略 

20 略 

21 略 

22 略 

 23 ユニット型事業所の管理者

は、ユニット型施設の管理等

に係る研修を受講するよう努

めること。 

 略  

10 特定施設入居者生活介護又は介護予防特定施設

入居者生活介護 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 略 

４ 略 

５ 略 

６ 略 

７ 略 

８ 略 

９ 略 

10 略 

11 略 

12 略 

13 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

14 略 

15 略 

16 略 

17 略 

18 略 

19 略 

20 略 

  

 

 

 

 略  

10 特定施設入居者生活介護又は介護予防特定施設

入居者生活介護 
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区分 基準 

従業者の配置 

 

１～８ 略 

９ 次に掲げる要件のいずれに

も適合する場合にあっては、

第１号(２)の規定中「常勤換

算をして次に掲げる数を合計

した数を３で除した人数（１

に満たない端数があるとき

は、それを切り上げた数）以

上」とあるのは、「常勤換算

をして次に掲げる数を合計し

た数を３で除した人数（１に

満たない端数があるときは、

それを切り上げた数）に10分

の９を乗じて得た数以上」と

する。 

(１) サービスの提供の項第

21号に規定する委員会にお

いて、利用者の安全並びに

介護サービスの質の確保及

び職員の負担軽減を図るた

めの取組に関する次に掲げ

る事項について必要な検討

を行い、及び当該事項の実

施を定期的に確認するこ

と。 

ア 利用者の安全及びケア

の質の確保 

イ 従業者の負担軽減及び

勤務状況への配慮 

ウ 緊急時の体制整備 

エ 業務の効率化、介護サ

ービスの質の向上等に資

する機器（(２)において

「介護機器」という。）

の定期的な点検 

オ 従業者に対する研修 

(２) 介護機器を複数種類活

用していること。 

(３) 利用者の安全並びに介

護サービスの質の確保及び

職員の負担軽減を図るた

め、従業者間の適切な役割

分担を行っていること。 

(４) 利用者の安全並びに介

区分 基準 

従業者の配置 １～８ 略 
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護サービスの質の確保及び

職員の負担軽減を図る取組

による介護サービスの質の

確保及び職員の負担軽減が

行われていると認められる

こと。 

10 管理者は、事業所の管理上

支障がない場合は、他の職務

に従事し、又は他の事業所、

施設等の職務に従事すること

ができること。 

 

 略  

サービスの提

供 

 

１～８ 略 

９ 利用者の病状の急変等に備

えるため、あらかじめ次に掲

げる要件を満たす協力医療機

関を定めておくこと。なお、

複数の医療機関を協力医療機

関として定めることにより各

要件を満たすことができる。

また、あらかじめ協力歯科医

療機関を定めるよう努めるこ

と。 

(１) 利用者の病状が急変し

た場合等において医師又は

看護職員が相談対応を行う

体制を常時確保しているこ

と。 

(２) 指定特定施設入居者生

活介護事業者から診療の求

めがあった場合において、

診療を行う体制を常時確保

していること。 

10 １年に１回以上、協力医療

機関との間で、利用者の病状

が急変した場合等の対応を確

認するとともに、協力医療機

関の名称等を、知事に届け出

ること。 

11 感染症の予防及び感染症の

患者に対する医療に関する法

律（平成10年法律第114号）第

６条第17項に規定する第二種

協定指定医療機関（次号にお

 

 

 

 

 

 

９ 管理者は、事業所の管理上

支障がない場合は、他の職務

に従事し、又は同一敷地内に

ある他の事業所、施設等の職

務に従事することができるこ

と。 

 略  

サービスの提

供 

 

１～８ 略 

９ 利用者の病状の急変等に備

えるため、あらかじめ協力医

療機関を定めるとともに、あ

らかじめ協力歯科医療機関を

定めるよう努めること。 
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いて「第二種協定指定医療機

関」という。）との間で、新興

感染症（同条第７項に規定す

る新型インフルエンザ等感染

症、同条第８項に規定する指

定感染症又は同条第９項に規

定する新感染症をいう。次号

において同じ。）の発生時等の

対応を取り決めるように努め

ること。 

12 協力医療機関が第二種協定

指定医療機関である場合にお

いては、当該第二種協定指定

医療機関との間で、新興感染

症の発生時等の対応について

協議を行うこと。 

13 利用者が協力医療機関その

他の医療機関に入院した後

に、当該者の病状が軽快し、

退院が可能となった場合にお

いては、再び当該指定特定施

設に速やかに入居させること

ができるように努めること。 

14 利用者の口腔
くう

の健康の保持

を図り、自立した日常生活を

営むことができるよう、口腔
くう

衛生の管理体制を整備し、各

利用者の状態に応じた口腔
くう

衛

生の管理を計画的に行うこ

と。 

15 略 

16 略 

17 略 

18 略 

19 略 

20 略 

21 業務の効率化、介護サービ

スの質の向上その他の生産性

の向上に資する取組の促進を

図るため、利用者の安全並び

に介護サービスの質の確保及

び職員の負担軽減に資する方

策を検討するための委員会を

定期的に開催すること。な

お、委員会は、テレビ電話装

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10 略 

11 略 

12 略 

13 略 

14 略 

15 略 
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置等を活用して開催すること

ができる。 

22 略 

23 略 

24 略 

25 略 

26 略 

27 略 

28 略 

29 略 

略  

記録の作成及

び保存 

１ 次に掲げる記録を整備する

こと。 

(１)・(２) 略   

(３) サービスの提供の項第

29号に規定する受託事業者

の業務の実施状況の記録 

２～４ 略 

 略  

 11 福祉用具貸与又は介護予防福祉用具貸与 

区分 基準 

従業者の配置 １ 略 

２ 管理者は、事業所の管理上

支障がない場合は、他の職務

に従事し、又は他の事業所、

施設等の職務に従事すること

ができること。 

 

 略  

福祉用具貸与

計画 

１ 略 

２ 福祉用具専門相談員は、計

画の作成後モニタリングを行

うこと。ただし、法第８条第

12項に規定する厚生労働大臣

が定める福祉用具及び同条第

13項に規定する特定福祉用具

のいずれにも該当する福祉用

具（以下「対象福祉用具」と

いう。）又は法第８条の２第

10項に規定する厚生労働大臣

が定める福祉用具及び同条第

11項に規定する特定福祉用具

のいずれにも該当する福祉用

具（以下「介護予防対象福祉

用具」）の貸与に当たって

 

 

16 略 

17 略 

18 略 

19 略 

20 略 

21 略 

22 略 

23 略 

略  

記録の作成及

び保存 

１ 次に掲げる記録を整備する

こと。 

(１)・(２) 略   

(３) サービスの提供の項第

23号に規定する受託事業者

の業務の実施状況の記録 

２～４ 略 

 略  

11 福祉用具貸与又は介護予防福祉用具貸与 

区分 基準 

従業者の配置 １ 略 

２ 管理者は、事業所の管理上

支障がない場合は、他の職務

に従事し、又は同一敷地内に

ある他の事業所、施設等の職

務に従事することができるこ

と。 

 略  

福祉用具貸与

計画 

１ 略 

２ 計画の作成後モニタリング

を行い、モニタリングの結果

を居宅サービス計画を作成し

た指定居宅介護支援事業者に

報告すること。また、必要に

応じて、計画の変更を行うこ

と。 
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は、福祉用具貸与計画に基づ

くサービス提供の開始時から

６月以内に少なくとも１回モ

ニタリングを行い、その継続

の必要性について検討を行う

こと。 

３ 福祉用具専門相談員は、モ

ニタリングの結果を記録し、

当該記録をサービスの提供に

係る居宅サービス計画を作成

した指定居宅介護支援事業者

又は介護予防サービス計画を

作成した指定介護予防支援事

業者に報告すること。 

４ 福祉用具専門相談員は、モ

ニタリングの結果を踏まえ、

必要に応じて、計画の変更を

行うこと。 

５ 略 

サービスの提

供 

 

１～５ 略 

６ 対象福祉用具の貸与に当 

たっては、利用者が指定福祉

用具貸与又は指定特定福祉用

具販売のいずれかを選択でき

ることについて十分な説明を

行った上で、利用者の当該選

択に当たって必要な情報を提

供するとともに、医師、理学

療法士、作業療法士、言語聴

覚士、居宅サービス計画の原

案に位置付けた指定居宅サー

ビス等（法第８条第24項に規

定する指定居宅サービス等を

いう。12の表において同

じ。）の担当者その他の関係

者の意見及び利用者の身体の

状況等を踏まえ、提案を行う

こと。 

７ 介護予防対象福祉用具の貸

与に当たっては、利用者が指

定介護予防福祉用具貸与又は

指定特定介護予防福祉用具販

売のいずれかを選択できるこ

とについて十分な説明を行っ

た上で、利用者の当該選択に

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 略 

サービスの提

供 

 

１～５ 略 
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当たって必要な情報を提供す

るとともに、医師、理学療法

士、作業療法士、言語聴覚

士、介護予防サービス計画の

原案に位置付けた指定介護予

防サービス等（法第８条の２

第16項に規定する指定介護予

防サービス等をいう。12の表

において同じ。）の担当者そ

の他の関係者の意見及び利用

者の身体の状況等を踏まえ、

提案を行うこと。 

８ 略 

９ 略 

10 略 

11 略 

12 略 

13 略 

14 略 

15 略 

16 略 

17 略 

18 略 

記録の作成及

び保存 

１ 次に掲げる記録を整備する

こと。 

(１) 略 

(２) サービスの提供の項第

13号の規定により確認した

業務の実施状況の記録 

２～４ 略 

 略  

12 特定福祉用具販売又は特定介護予防福祉用具販

売 

区分 基準 

従業者の配置 １ 略 

２ 管理者は、事業所の管理上

支障がない場合は、他の職務

に従事し、又は他の事業所、

施設等の職務に従事すること

ができること。 

 

 略  

福祉用具販売

計画 

１ 福祉用具貸与又は介護予防

福祉用具貸与と併せて行うと

きは、福祉用具貸与計画と一

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 略 

７ 略 

８ 略 

９ 略 

10 略 

11 略 

12 略 

13 略 

14 略 

15 略 

16 略 

記録の作成及

び保存 

１ 次に掲げる記録を整備する

こと。 

(１) 略 

(２) サービスの提供の項第

11号の規定により確認した

業務の実施状況の記録 

２～４ 略 

 略  

12 特定福祉用具販売又は特定介護予防福祉用具販

売 

区分 基準 

従業者の配置 １ 略 

２ 管理者は、事業所の管理上

支障がない場合は、他の職務

に従事し、又は同一敷地内に

ある他の事業所、施設等の職

務に従事することができるこ

と。 

 略  

福祉用具販売

計画 

 福祉用具貸与又は介護予防

福祉用具貸与と併せて行うと

きは、福祉用具貸与計画と一
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体のものとして作成するこ

と。 

２ 福祉用具専門相談員は、福

祉用具販売計画の作成後、当

該福祉用具販売計画に記載し

た目標の達成状況の確認を行

うこと。 

サービスの提

供 

 

１～５ 略 

６ 対象福祉用具の販売に当 

 たっては、利用者が指定福祉

用具貸与又は指定特定福祉用

具販売のいずれかを選択でき

ることについて十分な説明を 

行った上で、利用者の当該選

択に当たって必要な情報を提

供するとともに、医師、理学

療法士、作業療法士、言語聴

覚士、居宅サービス計画の原

案に位置付けた指定居宅サー

ビス等の担当者その他の関係

者の意見及び利用者の身体の

状況等を踏まえ、提案を行う

こと。 

７ 介護予防対象福祉用具の販

売に当たっては、利用者が指

定介護予防福祉用具貸与又は

指定特定介護予防福祉用具販

売のいずれかを選択できるこ

とについて十分な説明を行っ

た上で、利用者の当該選択に

当たって必要な情報を提供す

るとともに、医師、理学療法

士、作業療法士、言語聴覚

士、介護予防サービス計画の

原案に位置付けた指定介護予

防サービス等の担当者その他

の関係者の意見及び利用者の

身体の状況等を踏まえ、提案

を行うこと。 

８ 略 

９ 略 

10 対象福祉用具及び介護予防

対象福祉用具の販売に当たっ

ては、利用者等からの要請等

に応じて、販売した福祉用具

体のものとして作成するこ

と。 

 

 

 

 

 

サービスの提

供 

 

１～５ 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 略 

７ 略 
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の使用状況を確認するよう努

めるとともに、必要な場合

は、使用方法の指導、修理等

を行うよう努めること。 

11 略 

12 略 

13 略 

14 略 

15 略 

16 略 

 略  
 

 

 

 

 

８ 略 

９ 略 

10 略 

11 略 

12 略 

13 略 

 略  
 

 

別表第２（第３条、第４条関係） 

１・２ 略 

３ 短期入所生活介護 

(１) 別表第１の８の表（従業者の配置の項第１

号から第７号まで、設備の項並びにサービスの

提供の項第19号から第22号まで及び第23号後段

の規定を除く。）に掲げる基準を満たすこと。 

(２)～(４) 略 

４ 略 

 

別表第３（第３条、第４条関係） 

１ 訪問介護 

(１)～(４) 略 

(５) 管理者は、専らその職務に従事する者とす

ること。ただし、事業所の管理上支障がない場

合は、他の職務に従事し、又は他の事業所、施

設等の職務に従事することができる。 

 

(６)・(７) 略 

２・３ 略 

４ 短期入所生活介護又は介護予防短期入所生活介

護 

(１) 略 

(２) 別表第１の８の表（従業者の配置の項、設

備の項、サービスの開始及び終了の項第１号

（別表第１の２の表サービスの開始及び終了の

項第３号に係る部分に限る。）並びにサービス

の提供の項第１号（別表第１の２の表サービス

の提供の項第20号に係る部分に限る。）、第４

号、第５号、第８号及び第17号の規定を除

く。）に掲げる基準を満たすこと。 

(３) 略 

(４) 管理者は、専らその職務に従事する者とす

 

別表第２（第３条、第４条関係） 

１・２ 略 

３ 短期入所生活介護 

(１) 別表第１の８の表（従業者の配置の項第１

号から第７号まで、設備の項並びにサービスの

提供の項第17号から第20号まで及び第21号後段

の規定を除く。）に掲げる基準を満たすこと。 

(２)～(４) 略 

４ 略 

 

別表第３（第３条、第４条関係） 

１ 訪問介護 

(１)～(４) 略 

(５) 管理者は、専らその職務に従事する者とす

ること。ただし、事業所の管理上支障がない場

合は、他の職務に従事し、又は同一敷地内にあ

る他の事業所、施設等の職務に従事することが

できる。 

(６)・(７) 略 

２・３ 略 

４ 短期入所生活介護又は介護予防短期入所生活介

護 

(１) 略 

(２) 別表第１の８の表（従業者の配置の項、設

備の項、サービスの開始及び終了の項第１号

（別表第１の２の表サービスの開始及び終了の

項第３号に係る部分に限る。）並びにサービス

の提供の項第１号（別表第１の２の表サービス

の提供の項第20号に係る部分に限る。）、第３

号、第４号、第７号及び第15号の規定を除

く。）に掲げる基準を満たすこと。 

(３) 略 

(４) 管理者は、専らその職務に従事する者とす
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ること。ただし、事業所の管理上支障がない場

合は、他の職務に従事し、又は他の事業所、施

設等の職務に従事することができる。 

 

(５)～(13) 略 

５ 略 

ること。ただし、事業所の管理上支障がない場

合は、他の職務に従事し、又は同一敷地内にあ

る他の事業所、施設等の職務に従事することが

できる。 

(５)～(13) 略 

５ 略 

  

第４条 鳥取県居宅サービス事業及び介護予防サービス事業に関する条例施行規則の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

 

別表第１（第３条、第４条関係） 

１・２ 略 

 ３ 訪問看護又は介護予防訪問看護 

区分 基準 

従業者の配置  １～３ 略 

４ 訪問看護ステーションの管

理者は、訪問看護ステーショ

ンの管理上支障がない場合

は、他の職務に従事し、又は

他の事業所、施設等の職務に

従事することができること。 

 

５ 略 

 略  

４ 訪問リハビリテーション又は介護予防訪問リ

ハビリテーション 

区分 基準 

従業者の配置  １ 事業所ごとに置く従業者の

人数は、次に掲げる従業者ご

とにそれぞれに定める人数と

すること。 

(１)・(２) 略  

２ 事業所が法第72条第１項の

規定による法第41条第１項本

文の指定又は法第115条の11

の規定により準用される法第

72条第１項の規定による法第

53条第１項本文の指定があっ

たものとみなされた介護老人

保健施設又は介護医療院であ

る場合については、鳥取県介

護保険施設に関する条例（平

成24年鳥取県条例第77号。以

下「介護保険施設条例」とい

 

別表第１（第３条、第４条関係） 

１・２ 略 

３ 訪問看護又は介護予防訪問看護 

区分 基準 

従業者の配置  １～３ 略 

４ 訪問看護ステーションの管

理者は、訪問看護ステーショ

ンの管理上支障がない場合

は、他の職務に従事し、又は

同一敷地内にある他の事業

所、施設等の職務に従事する

ことができること。 

５ 略 

 略  

４ 訪問リハビリテーション又は介護予防訪問リ

ハビリテーション 

区分 基準 

従業者の配置     事業所ごとに置く従業者の

人数は、次に掲げる従業者ご

とにそれぞれに定める人数と

すること。 

(１)・(２) 略 
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う。）別表第２従業者の配置

の項及び鳥取県介護保険施設

に関する条例施行規則（平成

25年鳥取県規則第24号。以下

「介護保険施設条例施行規

則」という。）別表第２従業

者の配置の項又は介護保険施

設条例別表第３従業者の配置

の項及び介護保険施設条例施

行規則別表第３従業者の配置

の項に規定する基準を満たす

ことをもって、条例別表の４

の表従業者の配置の項第３号

に規定する基準を満たしてい

るものとみなすことができ

る。 

 略  

訪問リハビリ

テーション計

画 

１～３ 略 

４ 医師及び理学療法士、作業

療法士又は言語聴覚士は、リ

ハビリテーションを受けてい

た医療機関から退院した利用

者に係る訪問リハビリテーシ

ョン計画の作成に当たって

は、当該医療機関が作成した

リハビリテーション実施計画

書等により、当該利用者に係

るリハビリテーションの情報

を把握すること。 

５ 略 

６ 略 

 略  

 ５・６ 略 

７ 通所リハビリテーション又は介護予防通所リ

ハビリテーション 

区分 基準 

従業者の配置 １～３ 略 

４ 事業所が法第72条第１項の

規定による法第41条第１項本

文の指定又は法第115条の11

の規定により準用される法第

72条第１項の規定による法第

53条第１項本文の指定があっ

たものとみなされた介護老人

保健施設又は介護医療院であ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 略  

訪問リハビリ

テーション計

画 

１～３ 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 略 

５ 略 

 略  

５・６ 略 

７ 通所リハビリテーション又は介護予防通所リ

ハビリテーション 

区分 基準 

従業者の配置  １～３ 略 
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る場合については、介護保険

施設条例別表第２従業者の配

置の項及び介護保険施設条例

施行規則別表第２従業者の配

置の項又は介護保険施設条例

別表第３従業者の配置の項及

び介護保険施設条例施行規則

別表第３従業者の配置の項に

規定する基準を満たすことを

もって、条例別表の７の表従

業者の配置の項第２号に規定

する基準を満たしているもの

とみなすことができる。 

 略  

通所リハビリ

テーション計

画 

 

１ 医師等の従業者は、リハビ

リテーションを受けていた医

療機関から退院した利用者に

係る通所リハビリテーション

計画の作成に当たっては、当

該医療機関が作成したリハビ

リテーション実施計画書等に

より、当該利用者に係るリハ

ビリテーションの情報を把握

すること。 

２ 略 

３ 略 

４ 略 

５ 略 

 略  

記録の作成及

び保存 

１ 次に掲げる記録を整備する

こと。 

(１) 略 

(２) 通所リハビリテーショ

ン計画の項第３号の規定に

よる報告に係る記録 

２～４ 略 

 略  

８～12 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 略  

通所リハビリ

テーション計

画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 略 

２ 略 

３ 略 

４ 略 

 略  

記録の作成及

び保存 

１ 次に掲げる記録を整備する

こと。 

(１) 略 

(２) 通所リハビリテーショ

ン計画の項第２号の規定に

よる報告に係る記録 

２～４ 略 

 略  

 ８～12 略 

 

（鳥取県介護保険施設に関する条例施行規則の一部改正） 

第５条 鳥取県介護保険施設に関する条例施行規則（平成25年鳥取県規則第24号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線及び太枠で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

 

別表第１（第３条関係） 

 

別表第１（第３条関係） 
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区分 基準 

従業者の配置 １～６ 略 

７ 従業者（管理者、施設長及

び介護職員を除く。）は、入

所者の処遇に支障がない場合

は、他の施設の職務に従事す

ることができること。また、

管理者及び施設長は、施設の

管理上支障がない場合は、当

該施設との密接な連携を確保

しつつ、当該施設とは別の場

所で運営される指定地域密着

型介護老人福祉施設（以下

「サテライト型居住施設」と

いう。）又は他の事業所、施

設等の職務に従事することが

できること。 

 

８・９ 略 

10 過疎地域の持続的発展の支

援に関する特別措置法（令和

３年法律第19号）第２条第２

項の規定により公示された過

疎地域に所在し、かつ、入所

定員が30人である施設（以下

この項において「施設」とい

う。）に、指定短期入所生活

介護事業所又は指定介護予防

短期入所生活介護事業所（以

下この号及び次号において

「指定短期入所生活介護事業

所等」という。）が併設され

る場合は、当該指定短期入所

生活介護事業所等の医師につ

いては、当該施設の医師によ

り当該指定短期入所生活介護

事業所等の利用者の健康管理

が適切に行われると認められ

るときは、これを置かないこ

とができること。 

11 施設に指定通所介護事業

所、指定短期入所生活介護事

業所等、指定地域密着型通所

介護事業所、併設型指定認知

症対応型通所介護の事業を行

区分 基準 

従業者の配置 １～６ 略 

７ 従業者（管理者、施設長及

び介護職員を除く。）は、入

所者の処遇に支障がない場合

は、他の施設の職務に従事す

ることができること。また、

管理者及び施設長は、施設の

管理上支障がない場合は、当

該施設との密接な連携を確保

しつつ、当該施設とは別の場

所で運営される指定地域密着

型介護老人福祉施設（以下

「サテライト型居住施設」と

いう。）又は同一敷地内にあ

る他の事業所、施設等の職務

に従事することができるこ

と。 

８・９ 略 
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う事業所又は併設型指定介護

予防認知症対応型通所介護の

事業を行う事業所が併設され

る場合は、当該併設される事

業所の生活相談員、栄養士又

は機能訓練指導員について

は、当該施設の生活相談員、

栄養士若しくは管理栄養士又

は機能訓練指導員により当該

事業所の利用者の処遇が適切

に行われると認められるとき

は、これを置かないことがで

きること。 

12 施設に指定小規模多機能型

居宅介護事業所又は指定看護

小規模多機能型居宅介護事業

所が併設される場合は、当該

施設の介護支援専門員につい

ては、当該併設される事業所

の介護支援専門員により当該

施設の入所者の処遇が適切に

行われると認められるとき

は、これを置かないことがで

きること。 

 略  

サービスの提

供 

１～22 略 

23 サービスの提供を行ってい

るときに入所者の病状の急変

が生じた場合その他必要な場

合に備え、医師及び協力医療

機関の協力を得て、当該医師

及び当該協力医療機関との連

携方法その他の緊急時等にお

ける対応方法をあらかじめ定

めておくこと。また、当該医

師及び当該協力医療機関の協

力を得て、１年に１回以上、

緊急時等における対応方法の

見直しを行い、必要に応じて

緊急時等における対応方法の

変更を行うこと。 

 24～26 略 

 27 ユニット型指定介護老人福

祉施設の管理者は、ユニット

型施設の管理等に係る研修を

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 略  

サービスの提

供 

１～22 略 

23 サービスの提供を行ってい

るときに入所者の病状の急変

が生じた場合その他必要な場

合に備え、医師との連携方法

その他の緊急時等における対

応方法をあらかじめ定めてお

くこと。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 24～26 略 

  

 

 



  令和６年３月 29 日 金曜日      鳥 取 県 公 報             号外第 36 号    

- 86 - 

受講するよう努めること。 

 28 略 

29 略 

30 略 

31 略 

32 略 

33 略 

34 略 

35 略 

36 略 

 37 入所者の病状の急変等に備

えるため、あらかじめ、次に

掲げる要件を満たす協力医療

機関（(３)の要件を満たす協

力医療機関にあっては、病院

に限る。）を定めておくこ

と。なお、複数の医療機関を

協力医療機関として定めるこ

とにより各要件を満たすこと

とすることができる。また、

あらかじめ、協力歯科医療機

関を定めておくよう努めるこ

と。 

(１) 入所者の病状が急変し

た場合等において医師又は

看護職員が相談対応を行う

体制を、常時確保している

こと。 

(２) 施設からの診療の求め

があった場合において診療

を行う体制を、常時確保し

ていること。 

(３) 入所者の病状が急変し

た場合等において、施設の

医師又は協力医療機関その

他の医療機関の医師が診療

を行い、入院を要すると認

められた入所者の入院を原

則として受け入れる体制を

確保していること。 

 38 １年に１回以上、協力医療

機関との間で、入所者の病状

が急変した場合等の対応を確

認するとともに、協力医療機

関の名称等を、知事に届け出

 

 27 略 

28 略 

29 略 

30 略 

31 略 

32 略 

33 略 

34 略 

35 略 

 36 入院治療を必要とする入所

者のために、あらかじめ、協

力病院を定めておくこと。ま

た、あらかじめ、協力歯科医

療機関を定めておくよう努め

ること。 
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ること。 

 39 感染症の予防及び感染症の

患者に対する医療に関する法

律（平成10年法律第114号）

第６条第17項に規定する第二

種協定指定医療機関（以下

「第二種協定指定医療機関」

という。）との間で、新興感

染症（同条第７項に規定する

新型インフルエンザ等感染

症、同条第８項に規定する指

定感染症又は同条第９項に規

定する新感染症をいう。以下

同じ。）の発生時等の対応を

取り決めるよう努めること。 

 40 協力医療機関が第二種協定

指定医療機関である場合は、

当該第二種協定指定医療機関

との間で、新興感染症の発生

時等の対応について協議を行

うこと。 

 41 入所者が協力医療機関その

他の医療機関に入院した後

に、当該入所者の病状が軽快

し、退院が可能となった場合

においては、再び当該施設に

速やかに入所させることがで

きるよう努めること。 

 42 略 

43 略 

 44 施設の見やすい場所に、運

営規程の概要、従業者の勤務

の体制、協力医療機関、利用

料その他のサービスの選択に

資すると認められる重要事項

を提示し、又は提示に代えて

これらの事項を記載した書面

を施設に備え付け、かつ、こ

れをいつでも関係者に自由に

閲覧させること。また、原則

として、これらの事項はウェ

ブサイトに掲載すること。 

 45 略 

46 略 

47 略 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 37 略 

38 略 

 39 施設の見やすい場所に、運

営規程の概要、従業者の勤務

の体制、協力病院、利用料そ

の他のサービスの選択に資す

ると認められる重要事項を提

示し、又は提示に代えてこれ

らの事項を記載した書面を施

設に備え付け、かつ、これを

いつでも関係者に自由に閲覧

させること。 

 

 

 40 略 

41 略 

42 略 
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 48 業務の効率化、介護サービ

スの質の向上その他の生産性

の向上に資する取組の促進を

図るため、当該施設における

入所者の安全並びに介護サー

ビスの質の確保及び従業者の

負担軽減に資する方策を検討

するための委員会を定期的に

開催すること。なお、委員会

は、テレビ電話装置等を活用

して開催することができる。 

49 略 
 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

43 略 
 

 備考 略 

 

別表第２（第４条関係） 

区分 基準 

従業者の配置 １・２ 略 

３ 従業者（管理者及び介護職

員を除く。）は、入所者の処

遇に支障がない場合は、他の

施設の職務に従事することが

できること。また、管理者

は、施設の管理上支障がない

場合は、当該施設との密接な

連携を確保しつつ、当該施設

とは別の場所で運営される定

員29人以下の介護老人保健施

設、地域密着型特定施設若し

くは地域密着型介護老人福祉

施設又は他の事業所、施設等

の職務に従事することができ

ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 第１号(１)及び(４)から

(７)までの規定にかかわら

ず、サテライト型小規模介護

老人保健施設（当該施設を設

置しようとする者により設置

される当該施設以外の介護老

人保健施設若しくは介護医療

院又は病院若しくは診療所

（以下「本体施設」とい

う。）との密接な連携を確保

しつつ、本体施設とは別の場

所で運営され、入所者の在宅

への復帰の支援を目的とする

 備考 略 

 

別表第２（第４条関係） 

区分 基準 

従業者の配置 １・２ 略 

３ 従業者（管理者及び介護職

員を除く。）は、入所者の処

遇に支障がない場合は、他の

施設の職務に従事することが

できること。また、管理者

は、施設の管理上支障がない

場合は、当該施設との密接な

連携を確保しつつ、当該施設

とは別の場所で運営される定

員29人以下の介護老人保健施

設、地域密着型特定施設若し

くは地域密着型介護老人福祉

施設又は同一敷地内にある他

の事業所、施設等の職務に従

事することができること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 第１号(１)及び(４)から

(７)までの規定にかかわら

ず、サテライト型小規模介護

老人保健施設（当該施設を設

置しようとする者により設置

される当該施設以外の介護老

人保健施設若しくは介護医療

院又は病院若しくは診療所

（以下「本体施設」とい

う。）との密接な連携を確保

しつつ、本体施設とは別の場

所で運営され、入所者の在宅

への復帰の支援を目的とする
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入所定員29人以下の介護老人

保健施設をいう。）にあって

は、次の表の左欄に掲げる本

体施設の区分に応じ、同表の

中欄に掲げる本体施設の従業

者により入所者の処遇が適切

に行われていると認められる

ときは、それぞれ同表の右欄

に定める従業者を置かないこ

とができること。 

 略   

病院  略 

 栄養士

又は管

理栄養

士（病

床数が

100 以

上の病

院に限

る。） 

栄養士

又は管

理栄養

士 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 略   

５ 略 

 略  

サービスの提

供 

１～７ 略 

８ 入所者の病状からみて当該

施設において自ら必要な医療

を提供することが困難である

と認めたときは、協力医療機

関その他適当な病院若しくは

診療所への入院のための措置

を講じ、又は他の医師の対診

を求める等診療について適切

な措置を講ずること。 

 ９～24 略 

 25 ユニット型介護老人保健施

設の管理者は、ユニット型施

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

入所定員29人以下の介護老人

保健施設をいう。）にあって

は、次の表の左欄に掲げる本

体施設の区分に応じ、同表の

中欄に掲げる本体施設の従業

者により入所者の処遇が適切

に行われていると認められる

ときは、それぞれ同表の右欄

に定める従業者を置かないこ

とができること。 

 略   

病院  略 

 栄養士

又は管

理栄養

士（病

床数が

100 以

上の病

院に限

る。） 

栄養士

又は管

理栄養

士 

介護支

援専門

員（指

定介護

療養型

医療施

設に限

る。） 

介護支

援専門

員 

 略   

５ 略 

 略  

サービスの提

供 

１～７ 略 

８ 入所者の病状からみて当該

施設において自ら必要な医療

を提供することが困難である

と認めたときは、協力病院そ

の他適当な病院若しくは診療

所への入院のための措置を講

じ、又は他の医師の対診を求

める等診療について適切な措

置を講ずること。 

 ９～24 略 
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設の管理等に係る研修を受講

するよう努めること。 

 26 略 

27 略 

28 略 

29 略 

30 略 

31 略 

32 略 

33 略 

34 略 

 35 入所者の病状の急変等に備

えるため、あらかじめ、次に

掲げる要件を満たす協力医療

機関（(３)の要件を満たす協

力医療機関にあっては、病院

に限る。）を定めておくこ

と。なお、複数の医療機関を

協力医療機関として定めるこ

とにより各要件を満たすこと

とすることができる。また、

あらかじめ、協力歯科医療機

関を定めておくよう努めるこ

と。 

(１) 入所者の病状が急変し

た場合等において医師又は

看護職員が相談対応を行う

体制を、常時確保している

こと。 

(２) 施設からの診療の求め

があった場合において診療

を行う体制を、常時確保し

ていること。 

(３) 入所者の病状が急変し

た場合等において、施設の

医師又は協力医療機関その

他の医療機関の医師が診療

を行い、入院を要すると認

められた入所者の入院を原

則として受け入れる体制を

確保していること。 

 36 １年に１回以上、協力医療

機関との間で、入所者の病状

が急変した場合等の対応を確

認するとともに、協力医療機

 

 

 25 略 

26 略 

27 略 

28 略 

29 略 

30 略 

31 略 

32 略 

33 略 

 34 入所者の病状の急変等に備

えるため、あらかじめ、協力

病院を定めておくこと。ま

た、あらかじめ、協力歯科医

療機関を定めておくよう努め

ること。 
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関の名称等を、知事に届け出

ること。 

 37 第二種協定指定医療機関と

の間で、新興感染症の発生時

等の対応を取り決めるように

努めること。 

 38 協力医療機関が第二種協定

指定医療機関である場合にお

いては、当該第二種協定指定

医療機関との間で、新興感染

症の発生時等の対応について

協議を行うこと。 

 39 入所者が協力医療機関その

他の医療機関に入院した後

に、当該入所者の病状が軽快

し、退院が可能となった場合

においては、再び当該施設に

速やかに入所させることがで

きるように努めること。 

 40 略 

41 略 

 42 施設の見やすい場所に、運

営規程の概要、従業者の勤務

の体制、協力医療機関、利用

料その他のサービスの選択に

資すると認められる重要事項

を提示し、又は提示に代えて

これらの事項を記載した書面

を施設に備え付け、かつ、こ

れをいつでも関係者に自由に

閲覧させること。また、原則

として、これらの事項はウェ

ブサイトに掲載すること。 

 43 略 

44 略 

 45 業務の効率化、介護サービ

スの質の向上その他の生産性

の向上に資する取組の促進を

図るため、当該施設における

入所者の安全並びに介護サー

ビスの質の確保及び職員の負

担軽減に資する方策を検討す

るための委員会を定期的に開

催すること。なお、委員会

は、テレビ電話装置等を活用

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 35 略 

36 略 

 37 施設の見やすい場所に、運

営規程の概要、従業者の勤務

の体制、協力病院、利用料そ

の他のサービスの選択に資す

ると認められる重要事項を提

示し、又は提示に代えてこれ

らの事項を記載した書面を施

設に備え付け、かつ、これを

いつでも関係者に自由に閲覧

させること。 

 

 

 38 略 

39 略 
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して開催することができる。 

46 略 

 略  
 

 

40 略 

 略  
 

 備考 略 

 

別表第３（第５条関係） 

区分 基準 

従業者の配置 １ 略 

 ２ 従業者（管理者及び介護職

員を除く。）は、入所者の処

遇に支障がない場合は、他の

施設の職務に従事することが

できること。また、管理者

は、施設の管理上支障がない

場合は、サテライト型特定施

設（当該施設との密接な連携

を確保しつつ、当該施設とは

別の場所で運営される指定地

域密着型特定施設をいう。）

若しくはサテライト型居住施

設又は他の事業所若しくは施

設等の職務に従事することが

できること。 

 

 ３～５ 略 

 略  

サービスの提

供 

１～７ 略 

８ 入所者の病状からみて当該

施設において自ら必要な医療

を提供することが困難である

と認めたときは、協力医療機

関その他適当な病院若しくは

診療所への入院のための措置

を講じ、又は他の医師の対診

を求める等診療について適切

な措置を講ずること。 

 ９～24 略 

 25 ユニット型介護医療院の管

理者は、ユニット型施設の管

理等に係る研修を受講するよ

う努めること。 

 26 略 

27 略 

28 略 

29 略 

 備考 略 

 

別表第３（第５条関係） 

区分 基準 

従業者の配置 １ 略 

 ２ 従業者（管理者及び介護職

員を除く。）は、入所者の処

遇に支障がない場合は、他の

施設の職務に従事することが

できること。また、管理者

は、施設の管理上支障がない

場合は、サテライト型特定施

設（当該施設との密接な連携

を確保しつつ、当該施設とは

別の場所で運営される指定地

域密着型特定施設をいう。）

若しくはサテライト型居住施

設又は同一敷地内にある他の

事業所若しくは施設等の職務

に従事することができるこ

と。 

 ３～５ 略 

 略  

サービスの提

供 

１～７ 略 

８ 入所者の病状からみて当該

施設において自ら必要な医療

を提供することが困難である

と認めたときは、協力病院そ

の他適当な病院若しくは診療

所への入院のための措置を講

じ、又は他の医師の対診を求

める等診療について適切な措

置を講ずること。 

 ９～24 略 

  

 

 

 

 25 略 

26 略 

27 略 

28 略 
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30 略 

31 略 

32 略 

33 略 

34 略 

 35 入所者の病状の急変等に備

えるため、あらかじめ、次に

掲げる要件を満たす協力医療

機関（(３)の要件を満たす協

力医療機関にあっては、病院

に限る。）を定めておくこ

と。なお、複数の医療機関を

協力医療機関として定めるこ

とにより各要件を満たすこと

とすることができる。また、

あらかじめ、協力歯科医療機

関を定めておくよう努めるこ

と。 

(１) 入所者の病状が急変し

た場合等において医師又は

看護職員が相談対応を行う

体制を、常時確保している

こと。 

(２) 施設からの診療の求め

があった場合において診療

を行う体制を、常時確保し

ていること。 

(３) 入所者の病状が急変し

た場合等において、施設の

医師又は協力医療機関その

他の医療機関の医師が診療

を行い、入院を要すると認

められた入所者の入院を原

則として受け入れる体制を

確保していること。 

 36 １年に１回以上、協力医療

機関との間で、入所者の病状

が急変した場合等の対応を確

認するとともに、協力医療機

関の名称等を、知事に届け出

ること。 

 37 第二種協定指定医療機関と

の間で、新興感染症の発生時

等の対応を取り決めるように

努めること。 

29 略 

30 略 

31 略 

32 略 

33 略 

 34 入所者の病状の急変等に備

えるため、あらかじめ、協力

病院を定めておくこと。ま

た、あらかじめ、協力歯科医

療機関を定めておくよう努め

ること。 
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 38 協力医療機関が第二種協定

指定医療機関である場合にお

いては、当該第二種協定指定

医療機関との間で、新興感染

症の発生時等の対応について

協議を行うこと。 

 39 入所者が協力医療機関その

他の医療機関に入院した後

に、当該入所者の病状が軽快

し、退院が可能となった場合

においては、再び当該施設に

速やかに入所させることがで

きるように努めること。 

 40 略 

41 略 

 42 施設の見やすい場所に、運

営規程の概要、従業者の勤務

の体制、協力医療機関、利用

料その他のサービスの選択に

資すると認められる重要事項

を提示し、又は提示に代えて

これらの事項を記載した書面

を施設に備え付け、かつ、こ

れをいつでも関係者に自由に

閲覧させること。また、原則

として、これらの事項はウェ

ブサイトに掲載すること。 

 43 略 

44 略 

 45 業務の効率化、介護サービ

スの質の向上その他の生産性

の向上に資する取組の促進を

図るため、当該施設における

入所者の安全並びに介護サー

ビスの質の確保及び職員の負

担軽減に資する方策を検討す

るための委員会を定期的に開

催すること。なお、委員会

は、テレビ電話装置等を活用

して開催することができる。 

 46 略 

 略  

 備考 略 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

 35 略 

36 略 

 37 施設の見やすい場所に、運

営規程の概要、従業者の勤務

の体制、協力病院、利用料そ

の他のサービスの選択に資す

ると認められる重要事項を提

示し、又は提示に代えてこれ

らの事項を記載した書面を施

設に備え付け、かつ、これを

いつでも関係者に自由に閲覧

させること。 

 

 

 38 略 

39 略 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 40 略 

 略  

 備考 略 

  

（鳥取県老人福祉法施行細則の一部改正） 
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第６条 鳥取県老人福祉法施行細則（平成５年鳥取県規則第16号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

  

様式第７号（第８条関係） 

養護老人ホーム等設置届出書 

職 氏名 様 

養護老人ホーム（特別養護老人ホーム）を設置した

いので、老人福祉法第15条第３項の規定により、次の

とおり届け出ます。 

  年  月  日 

届出者 職 氏名   

電話番号 

 略  

協力医療機関の名称及

び診療科名並びに当該

協力医療機関との契約

の内容（協力歯科医療

機関があるときは、そ

の名称及び当該協力歯

科医療機関との契約の

内容を含む。）（特別養

護老人ホームの場合に

限る。） 

 

 略  
 

様式第７号（第８条関係） 

養護老人ホーム等設置届出書 

職 氏名 様 

養護老人ホーム（特別養護老人ホーム）を設置した

いので、老人福祉法第15条第３項の規定により、次の

とおり届け出ます。 

  年  月  日 

届出者 職 氏名  ○印 
電話番号 

 略  

協力病院の名称及び診

療科名並びに当該協力

病院との契約の内容

（協力歯科医療機関が

あるときは、その名称

及び当該協力歯科医療

機関との契約の内容を

含む。）（特別養護老人

ホームの場合に限る。） 

 

 

 略  
 

添付書類 略 添付書類 略 

  

様式第８号（第８条関係） 

養護老人ホーム等設置認可申請書 

職 氏名 様 

 養護老人ホーム（特別養護老人ホーム）の設置の認

可を受けたいので、老人福祉法施行規則第３条第１項

の規定により、次のとおり申請します。 

  年  月  日 

    郵便番号 

住  所 

フリガナ 

申請者 名  称 

代表者職氏名     

電話番号 

 略  

協力医療機関の名称及

び診療科名並びに当該

協力医療機関との契約

の内容（協力歯科医療

 

様式第８号（第８条関係） 

養護老人ホーム等設置認可申請書 

職 氏名 様 

 養護老人ホーム（特別養護老人ホーム）の設置の認

可を受けたいので、老人福祉法施行規則第３条第１項

の規定により、次のとおり申請します。 

  年  月  日 

    郵便番号 

住  所 

フリガナ 

申請者 名  称 

代表者職氏名    ○印 
電話番号 

 略  

協力病院の名称及び診

療科名並びに当該協力

病院との契約の内容

（協力歯科医療機関が
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機関があるときは、そ

の名称及び当該協力歯

科医療機関との契約の

内容を含む。）（特別養

護老人ホームの場合に

限る。） 

 略  

添付書類 略 

あるときは、その名称

及び当該協力歯科医療

機関との契約の内容を

含む。）（特別養護老人

ホームの場合に限る。） 

 

 略  

添付書類 略 

  

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和６年４月１日から施行する。ただし、第４条の規定は、同年６月１日から施行する。 

（鳥取県軽費老人ホームに関する条例施行規則の一部改正に伴う経過措置） 

２ この規則の施行の日（以下「施行日」という。）から令和７年３月31日までの間、第１条の規定による改正

後の鳥取県軽費老人ホームに関する条例施行規則別表のサービスの提供の項第30号の規定の適用については、

同項中「ウェブサイトに掲載すること」とあるのは「ウェブサイトに掲載するよう努めること」とする。 

（鳥取県養護老人ホーム及び特別養護老人ホームに関する条例施行規則の一部改正に伴う経過措置） 

３ 施行日から令和９年３月31日までの間、第２条の規定による改正後の鳥取県養護老人ホーム及び特別養護老

人ホームに関する条例施行規則別表第１サービスの提供の項第25号の規定の適用については、同号中「定めて

おくこと」とあるのは「定めておくよう努めること」とする。 

（鳥取県居宅サービス事業及び介護予防サービス事業に関する条例施行規則の一部改正に伴う経過措置） 

４ 施行日から令和７年３月31日までの間、第３条の規定による改正後の鳥取県居宅サービス事業及び介護予防

サービス事業に関する条例施行規則（以下「新居宅サービス事業等規則」という。）別表第１の１の表サービ

スの提供の項第26号及び２の表サービスの提供の項第25号の規定の適用については、これらの規定中「ウェブ

サイトに掲載すること」とあるのは、「ウェブサイトに掲載するよう努めること」とする。 

５ 施行日から令和７年３月31日までの間、新居宅サービス事業等規則別表第１の８の表サービスの提供の項第

３号及び９の表サービスの提供の項第３号の規定の適用については、これらの規定中「講ずること」とあるの

は、「講ずるよう努めること」とする。 

６ 施行日から令和７年３月31日までの間、新居宅サービス事業等規則別表第１の８の表サービスの提供の項第

16号、９の表サービスの提供の項第15号及び10の表サービスの提供の項第21号の規定の適用については、これ

らの規定中「定期的に開催すること」とあるのは、「定期的に開催するよう努めること」とする。 

７ 施行日から令和９年３月31日までの間、新居宅サービス事業等規則別表第１の10の表サービスの提供の項第

14号の規定については、同項中「行うこと」とあるのは、「行うよう努めること」とする。 

（鳥取県介護保険施設に関する条例施行規則の一部改正に伴う経過措置） 

８ 施行日から令和９年３月31日までの間、第５条の規定による改正後の鳥取県介護保険施設に関する条例施行

規則（以下「新介護保険施設規則」という。）別表第１サービスの提供の項第37号、別表第２サービスの提供

の項第35号及び別表第３サービスの提供の項第35号の規定の適用については、これらの規定中「定めておくこ

と」とあるのは、「定めておくよう努めること」とする。 

９ 施行日から令和７年３月31日までの間、新介護保険施設規則別表第１サービスの提供の項第44号、別表第２

サービスの提供の項第42号及び別表第３サービスの提供の項第42号の規定の適用については、これらの規定中

「ウェブサイトに掲載すること」とあるのは、「ウェブサイトに掲載するよう努めること」とする。 

10 施行日から令和９年３月31日までの間、新介護保険施設規則別表第１サービスの提供の項第48号、別表第２

サービスの提供の項第45号及び別表第３サービスの提供の項第45号の規定の適用については、これらの規定中

「定期的に開催すること」とあるのは、「定期的に開催するよう努めること」とする。 


